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資料１ 

○災害対策基本法（抄） 

 

制  定 昭和36年11月15日 法律第223号   

最終改正 令和３年５月19日 法律第 36号   

 

（目的）  

第一条  この法律は、国土並びに国民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、防災に関し、基

本理念を定め、国、地方公共団体及びその他の公共機関を通じて必要な体制を確立し、責任の所在を明

確にするとともに、防災計画の作成、災害予防、災害応急対策、災害復旧及び防災に関する財政金融措

置その他必要な災害対策の基本を定めることにより、総合的かつ計画的な防災行政の整備及び推進を図

り、もつて社会の秩序の維持と公共の福祉の確保に資することを目的とする。  

（定義） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

一 災害 暴風、竜巻、豪雨、豪雪、洪水、崖崩れ、土石流、高潮、地震、津波、噴火、地滑りその他の

異常な自然現象又は大規模な火事若しくは爆発その他その及ぼす被害の程度においてこれらに類する政

令で定める原因により生ずる被害をいう。 

二 防災 災害を未然に防止し、災害が発生した場合における被害の拡大を防ぎ、及び災害の復旧を図る

ことをいう。 

三 指定行政機関 次に掲げる機関で内閣総理大臣が指定するものをいう。 

イ 内閣府、宮内庁並びに内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）第四十九条第一項及び第二項に

規定する機関並びに国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第三条第二項に規定する機関 

ロ 内閣府設置法第三十七条及び第五十四条並びに宮内庁法（昭和二十二年法律第七十号）第十六条第

一項並びに国家行政組織法第八条に規定する機関 

ハ 内閣府設置法第三十九条及び第五十五条並びに宮内庁法第十六条第二項並びに国家行政組織法第八

条の二に規定する機関 

ニ 内閣府設置法第四十条及び第五十六条並びに国家行政組織法第八条の三に規定する機関 

四 指定地方行政機関 指定行政機関の地方支分部局（内閣府設置法第四十三条及び第五十七条（宮内庁

法第十八条第一項において準用する場合を含む。）並びに宮内庁法第十七条第一項並びに国家行政組織

法第九条の地方支分部局をいう。）その他の国の地方行政機関で、内閣総理大臣が指定するものをいう。 

五 指定公共機関 独立行政法人（独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条第一項に規定

する独立行政法人をいう。）、日本銀行、日本赤十字社、日本放送協会その他の公共的機関及び電気、

ガス、輸送、通信その他の公益的事業を営む法人で、内閣総理大臣が指定するものをいう。 

六 指定地方公共機関 地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第二条第
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一項に規定する地方独立行政法人をいう。）及び港湾法（昭和二十五年法律第二百十八号）第四条第一

項の港務局（第八十二条第一項において「港務局」という。）、土地改良法（昭和二十四年法律第百九

十五号）第五条第一項の土地改良区その他の公共的施設の管理者並びに都道府県の地域において電気、

ガス、輸送、通信その他の公益的事業を営む法人で、当該都道府県の知事が指定するものをいう。 

七 防災計画 防災基本計画及び防災業務計画並びに地域防災計画をいう。 

八 防災基本計画 中央防災会議が作成する防災に関する基本的な計画をいう。 

九 防災業務計画 指定行政機関の長（当該指定行政機関が内閣府設置法第四十九条第一項若しくは第二

項若しくは国家行政組織法第三条第二項の委員会若しくは第三号ロに掲げる機関又は同号ニに掲げる機

関のうち合議制のものである場合にあっては、当該指定行政機関。第十二条第八項、第二十五条第六項

第二号、第二十八条第二項、第二十八条の三第六項第三号及び第二十八条の六第二項を除き、以下同

じ。）又は指定公共機関（指定行政機関の長又は指定公共機関から委任された事務又は業務については、

当該委任を受けた指定地方行政機関の長又は指定地方公共機関）が防災基本計画に基づきその所掌事務

又は業務について作成する防災に関する計画をいう。 

十 地域防災計画 一定地域に係る防災に関する計画で、次に掲げるものをいう。 

イ 都道府県地域防災計画 都道府県の地域につき、当該都道府県の都道府県防災会議が作成するもの 

ロ 市町村地域防災計画 市町村の地域につき、当該市町村の市町村防災会議又は市町村長が作成する

もの 

ハ 都道府県相互間地域防災計画 二以上の都道府県の区域の全部又は一部にわたる地域につき、都道

府県防災会議の協議会が作成するもの 

ニ 市町村相互間地域防災計画 二以上の市町村の区域の全部又は一部にわたる地域につき、市町村防

災会議の協議会が作成するもの 

（基本理念） 

第二条の二 災害対策は、次に掲げる事項を基本理念として行われるものとする。 

一 我が国の自然的特性に鑑み、人口、産業その他の社会経済情勢の変化を踏まえ、災害の発生を常に想

定するとともに、災害が発生した場合における被害の最小化及びその迅速な回復を図ること。 

二 国、地方公共団体及びその他の公共機関の適切な役割分担及び相互の連携協力を確保するとともに、

これと併せて、住民一人一人が自ら行う防災活動及び自主防災組織（住民の隣保協同の精神に基づく自

発的な防災組織をいう。以下同じ。）その他の地域における多様な主体が自発的に行う防災活動を促進

すること。 

三 災害に備えるための措置を適切に組み合わせて一体的に講ずること並びに科学的知見及び過去の災害

から得られた教訓を踏まえて絶えず改善を図ること。 

四 災害の発生直後その他必要な情報を収集することが困難なときであっても、できる限り的確に災害の

状況を把握し、これに基づき人材、物資その他の必要な資源を適切に配分することにより、人の生命及

び身体を最も優先して保護すること。 
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五 被災者による主体的な取組を阻害することのないよう配慮しつつ、被災者の年齢、性別、障害の有無

その他の被災者の事情を踏まえ、その時期に応じて適切に被災者を援護すること。 

六 災害が発生したときは、速やかに、施設の復旧及び被災者の援護を図り、災害からの復興を図ること。 

（第三条・第四条 省略） 

 （市町村の責務） 

第五条 市町村は、基本理念にのっとり、基礎的な地方公共団体として、当該市町村の地域並びに当該市

町村の住民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、関係機関及び他の地方公共団体の協力を得

て、当該市町村の地域に係る防災に関する計画を作成し、及び法令に基づきこれを実施する責務を有す

る。 

２ 市町村長は、前項の責務を遂行するため、消防機関、水防団等の組織の整備並びに当該市町村の区域

内の公共的団体等の防災に関する組織及び自主防災組織の充実を図るほか、住民の自発的な防災活動の

促進を図り、市町村の有する全ての機能を十分に発揮するように努めなければならない。 

３ 消防機関、水防団その他市町村の機関は、その所掌事務を遂行するにあたっては、第一項に規定する

市町村の責務が十分に果たされることとなるように、相互に協力しなければならない。 

 （地方公共団体相互の協力） 

第五条の二 地方公共団体は、第四条第一項及び前条第一項に規定する責務を十分に果たすため必要があ

るときは、相互に協力するように努めなければならない。 

（国及び地方公共団体とボランティアとの連携）  

第五条の三  国及び地方公共団体は、ボランティアによる防災活動が災害時において果たす役割の重要

性に鑑み、その自主性を尊重しつつ、ボランティアとの連携に努めなければならない。 

 （指定公共機関及び指定地方公共機関の責務） 

第六条 指定公共機関及び指定地方公共機関は、基本理念にのっとり、その業務に係る防災に関する計画

を作成し、及び法令に基づきこれを実施するとともに、この法律の規定による国、都道府県及び市町村

の防災計画の作成及び実施が円滑に行なわれるように、その業務について、当該都道府県又は市町村に

対し、協力する責務を有する。 

２ 指定公共機関及び指定地方公共機関は、その業務の公共性又は公益性にかんがみ、それぞれその業務

を通じて防災に寄与しなければならない。 

 （住民等の責務） 

第七条 地方公共団体の区域内の公共的団体、防災上重要な施設の管理者その他法令の規定による防災に

関する責務を有する者は、基本理念にのっとり、法令又は地域防災計画の定めるところにより、誠実に

その責務を果たさなければならない。 

２ 災害応急対策又は災害復旧に必要な物資若しくは資材又は役務の供給又は提供を業とする者は、基本

理念にのっとり、災害時においてもこれらの事業活動を継続的に実施するとともに、当該事業活動に関

し、国又は地方公共団体が実施する防災に関する施策に協力するように努めなければならない。 
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３ 前２項に規定するもののほか、地方公共団体の住民は、基本理念にのっとり、食料、飲料水、その他

の生活必需物資の備蓄その他の自ら災害に備えるための手段を講ずるとともに、自発的な防災活動に参

加する等防災に寄与するように努めなければならない。 

 （施策における防災上の配慮等） 

第八条 国及び地方公共団体は、その施策が、直接的なものであると間接的なものであるとを問わず、一

体として国土並びに国民の生命、身体及び財産の災害をなくすることに寄与することとなるように意を

用いなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、災害の発生を予防し、又は災害の拡大を防止するため、特に次に掲げる事項

の実施に努めなければならない。 

 一 災害及び災害の防止に関する科学的研究とその成果の実現に関する事項 

 二 治山、治水その他の国土の保全に関する事項 

 三 建物の不燃堅牢
ろう

化その他都市の防災構造の改善に関する事項 

 四 交通、情報通信等の都市機能の集積に対応する防災対策に関する事項 

 五 防災上必要な気象、地象及び水象の観測、予報、情報その他の業務に関する施設及び組織並びに防

災上必要な通信に関する施設及び組織の整備に関する事項 

 六 災害の予報及び警報の改善に関する事項 

 七 地震予知情報（大規模地震対策特別措置法（昭和53年法律第73号）第２条第３号の地震予知情報を

いう。）を周知させるための方法の改善に関する事項 

 八 気象観測網の充実についての国際的協力に関する事項 

 九 台風に対する人為的調節その他防災上必要な研究、観測及び情報交換についての国際的協力に関す

る事項 

 十 火山現象等による長期的災害に対する対策に関する事項 

 十一 水防、消防、救助その他災害応急措置に関する施設及び組織の整備に関する事項 

 十二 地方公共団体の相互応援及び第86条の８第１項に規定する広域一時滞在に関する協定並びに民間

の団体の協力の確保に関する協定の締結に関する協定の締結に関する事項 

 十三 自主防災組織の育成、ボランティアによる防災活動の環境の整備、過去の災害から得られた教訓

を伝承する活動の支援その他国民の自発的な防災活動の促進に関する事項 

 十四 被災者の心身の健康の確保、居住の場所の確保その他被災者の保護に関する事項 

 十五 高齢者、障害者、乳幼児その他の特に配慮を要する者（以下「要配慮者」という。）に対する防

災上必要な措置に関する事項 

 十六 海外からの防災に関する支援の受入れに関する事項 

 十七 被災者に対する的確な情報提供及び被災者からの相談に関する事項 

 十八 防災上必要な教育及び訓練に関する事項 

 十九 防災思想の普及に関する事項 
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（第九条から第十五条まで省略） 

 （市町村防災会議） 

第十六条 市町村に、当該市町村の地域に係る地域防災計画の作成し、及びその実施の推進するほか、市

町村の諮問に応じて当該市町村の地域に係る防災に関する重要事項を審議するため、市町村防災会議を

置く。 

２ 前項に規定するもののほか、市町村は、協議により規約を定め、共同して市町村防災会議を設置する

ことができる。 

３ 市町村は、前項の規定により市町村防災会議を共同して設置したときその他市町村防災会議を設置す

ることが不適当又は困難であるときは、第一項の規定にかかわらず、市町村防災会議を設置しないこと

ができる。 

４ 市町村は、前項の規定により市町村防災会議を設置しないこととするとき（第二項の規定により市町

村防災会議を共同して設置したときを除く。）は、速やかにその旨を都道府県知事に報告しなければな

らない。 

５ 都道府県知事は、前項の規定による報告を受けたときは、都道府県防災会議の意見を聴くものとし、

必要があると認めるときは、当該市町村に対し、必要な助言又は勧告をすることができる。 

６ 市町村防災会議の組織及び所掌事務は、都道府県防災会議の組織及び所掌事務の例に準じて、当該市

町村の条例（第二項の規定により設置された市町村防災会議にあっては、規約）で定める。 

 （地方防災会議の協議会） 

第十七条 都道府県相互の間又は市町村相互の間において、当該都道府県又は市町村の区域の全部又は一

部にわたり都道府県相互間地域防災計画又は市町村相互間地域防災計画を作成することが必要かつ効果

的であると認めるときは、当該都道府県又は市町村は、協議により規約を定め、都道府県防災会議の協

議会又は市町村防災会議の協議会を設置することができる。 

２ 前項の規定により協議会を設置したときは、都道府県防災会議の協議会にあっては内閣総理大臣に、

市町村防災会議の協議会にあっては都道府県知事にそれぞれ届け出なければならない。 

（第十八条・第十九条 削除） 

 （政令への委任） 

第二十条 第十七条に規定するもののほか、地方防災会議の協議会に関し必要な事項は、政令で定める。 

 （関係行政機関等に対する協力要求） 

第二十二条 都道府県防災会議及び市町村防災会議（地方防災会議の協議会を含む。以下次条において

「地方防災会議等」という。）は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、関係行政

機関の長及び関係地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、指定公共機関及び指定地方

公共機関並びにその他の関係者に対し、資料又は情報の提供、意見の表明その他必要な協力を求めるこ

とができる。 

 （地方防災会議等相互の関係） 
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第22条 地方防災会議等は、それぞれその所掌事務の遂行について相互に協力しなければならない。 

２ 都道府県防災会議は、その所掌事務の遂行について、市町村防災会議に対し、必要な勧告をすること

ができる。 

（第二十三条 省略） 

 （市町村災害対策本部） 

第二十三条の二 市町村の地域について災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合において、

防災の推進を図るため必要があると認めるときは、市町村長は、市町村地域防災計画の定めるところに

より、災害対策本部を設置することができる。 

２ 市町村災害対策本部の長は、市町村災害対策本部長とし、市町村長をもって充てる。 

３ 市町村災害対策本部に、市町村災害対策副本部長、市町村災害対策本部員その他の職員を置き、当該

市町村の職員又は当該市町村の区域を管轄する消防長もしくはその指名する消防吏員のうちから、当該

市町村の市町村長が任命する。 

４ 市町村災害対策本部は、市町村地域防災計画の定めるところにより、次に掲げる事務を行う。この場

合において、市町村災害対策本部は、必要に応じ、関係指定地方行政機関、関係地方公共団体、関係指

定公共機関及び関係指定地方公共機関との連携の確保に努めなければならない。 

 一 当該市町村の地域に係る災害に関する情報を収集すること。  

 二 当該市町村の地域に係る災害予防及び災害応急対策を的確かつ迅速に実施するための方針を作成し、

並びに当該方針に沿って災害予防及び災害応急対策を実施すること。 

５ 市町村長は、市町村地域防災計画の定めるところにより、市町村災害対策本部に、災害地にあって当

該市町村災害対策本部の事務の一部を行う組織として、市町村現地災害対策本部を置くことができる。 

６ 市町村災害対策本部長は当該市町村の教育委員会に対し、当該市町村の地域に係る災害予防又は災害

応急対策を実施するため必要な限度において、必要な指示をすることができる。 

７ 前条第七項の規定は、市町村災害対策本部長について準用する。この場合において、同項中「当該都

道府県の」とあるのは、「当該市町村の」と読み替えるものとする。 

８ 前各項に規定するもののほか、市町村災害対策本部に関し必要な事項は、市町村の条例で定める。 

（第二十三条の三から第二十八条の六まで省略） 

 （職員の派遣の要請） 

第二十九条 都道府県知事又は都道府県の委員会若しくは委員（以下「都道府県知事等」という。）は、

災害応急対策又は災害復旧のため必要があるときは、政令で定めるところにより、指定行政機関の長、

指定地方行政機関の長又は指定公共機関（独立行政法人通則法第二条第四項に規定する特定独立行政法

人に限る。以下この節において同じ。）に対し、当該指定行政機関、指定地方行政機関又は指定公共機

関の職員の派遣を要請することができる。 

２ 市町村長又は市町村の委員会若しくは委員（以下「市町村長等」という。）は、災害応急対策又は災

害復旧のため必要があるときは、政令で定めるところにより、指定地方行政機関の長又は指定公共機関
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（その業務の内容その他の事情を勘案して市町村の地域に係る災害応急対策又は災害復旧に特に寄与す

るものとしてそれぞれ地域を限って内閣総理大臣が指定するものに限る。次条において「特定公共機

関」という。）に対し、当該指定地方行政機関又は指定公共機関の職員の派遣を要請することができる。 

３ 都道府県又は市町村の委員会又は委員は、前二項の規定により職員の派遣を要請しようとするときは、

あらかじめ、当該都道府県の知事又は当該市町村の市町村長に協議しなければならない。 

 （職員の派遣のあっせん） 

第三十条 都道府県知事等又は市町村長等は、災害応急対策又は災害復旧のため必要があるときは、政令

で定めるところにより、内閣総理大臣又は都道府県知事に対し、それぞれ、指定行政機関、指定地方行

政機関若しくは指定公共機関又は指定地方行政機関若しくは特定公共機関の職員の派遣についてあっせ

んを求めることができる。 

２ 都道府県知事等又は市町村長等は、災害応急対策又は災害復旧のため必要があるときは、政令で定め

るところにより、内閣総理大臣又は都道府県知事に対し、地方自治法第二百五十二条の十七の規定によ

る職員の派遣について、又は同条の規定による職員の派遣若しくは地方独立行政法人法第91条第１項の

規定による職員（指定地方公共機関である同法第二条第二項に規定する特定地方独立行政法人（次条に

おいて「特定地方公共機関」という。）の職員に限る。）の派遣についてあっせんを求めることができる。 

３ 前条第三項の規定は、前二項の規定によりあっせんを求めようとする場合について準用する。 

 （職員の派遣義務） 

第三十一条 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、都道府県知事等及び市町村長等並びに指定公

共機関及び特定地方公共機関は、前二条の規定による要請又はあっせんがあったときは、その所掌事務

又は業務の遂行に著しい支障のない限り、適任と認める職員を派遣しなければならない。 

 （派遣職員の身分取扱い） 

第三十二条 都道府県又は市町村は、前条又は他の法律の規定により災害応急対策又は災害復旧のため派

遣された職員に対し、政令で定めるところにより、災害派遣手当を支給することができる。 

２ 前項に規定するもののほか、前条の規定により指定行政機関、指定地方行政機関又は指定公共機関か

ら派遣された職員の身分取扱いに関し必要な事項は、政令で定める。 

（派遣職員に関する資料の提出等） 

第三十三条 指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長、都道府県知事又は指定公共機関は、内閣

総理大臣に対し、第三十一条の規定による職員の派遣が円滑に行われるよう、定期的に、災害応急対策

又は災害復旧に必要な技術、知識又は経験を有する職員の職種別現員数及びこれらの者の技術、知識又

は経験の程度を記載した資料を提出するとともに、当該資料を相互に交換しなければならない。 

（第三十四条から第四十一条まで省略） 

 （市町村地域防災計画） 

第四十二条 市町村防災会議（市町村防災会議を設置しない市町村にあっては、当該市町村の市町村長。

以下この条において同じ。）は、防災基本計画に基づき、当該市町村の地域に係る市町村地域防災計画
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を作成し、及び毎年市町村地域防災計画に検討を加え、必要があると認めるときは、これを修正しなけ

ればならない。この場合において、当該市町村地域防災計画は、防災業務計画又は当該市町村を包括す

る都道府県の都道府県地域防災計画に抵触するものであってはならない。 

２ 市町村地域防災計画は、次の各号に掲げる事項について定めるものとする。 

 一 当該市町村の地域に係る防災に関し、当該市町村及び当該市町村の区域内の公共的団体その他防災

上重要な施設の管理者（次項において「当該市町村等」という。）の処理すべき事務又は業務の大綱 

 二 当該市町村の地域に係る防災施設の新設又は改良、防災のための調査研究、教育及び訓練その他の

災害予防、情報の収集及び伝達、災害に関する予報又は警報の発令及び伝達、避難、消火、水防、救

難、救助、衛生その他の災害応急対策並びに災害復旧に関する事項別の計画 

 三 当該市町村の地域に係る災害に関する前号に掲げる措置に要する労務、施設、設備、物資、資金等

の整備、備蓄、調達、配分、輸送、通信等に関する計画 

３ 市町村防災会議は、市町村地域防災計画を定めるに当たっては、災害が発生した場合において当該市

町村等が円滑に他の者の応援を受け、又は他の者を応援することができるよう配慮するものとする。 

４ 市町村防災会議は、第一項の規定により市町村地域防災計画を作成し、又は修正したときは、速やか

にこれを都道府県知事に報告するとともに、その要旨を公表しなければならない。 

５ 都道府県知事は、前項の規定により市町村地域防災計画について報告を受けたときは、都道府県防災

会議の意見を聴くものとし、必要があると認めるときは、当該市町村防災会議に対し、必要な助言又は

勧告をすることができる。 

６ 第二十一条の規定は、市町村長が第一項の規定により市町村地域防災計画を作成し、又は修正する場

合について準用する。 

（以下省略） 
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資料２ 

○水防法（抄） 

 

制  定 昭和27年７月31日 法律第258号   

最終改正 令和５年５月31日 法律第 37号   

 

（目的） 

第一条 この法律は、洪水、雨水出水、津波又は高潮に際し、水災を警戒し、防御し、及びこれによる被

害を軽減し、もつて公共の安全を保持することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「雨水出水」とは、一時的に大量の降雨が生じた場合において下水道その他の

排水施設に当該雨水を排除できないこと又は下水道その他の排水施設から河川その他の公共の水域若し

くは海域に当該雨水を排除できないことによる出水をいう。 

２ この法律において「水防管理団体」とは、次条の規定により水防の責任を有する市町村（特別区を含

む。以下同じ。）又は水防に関する事務を共同に処理する市町村の組合（以下「水防事務組合」とい

う。）若しくは水害予防組合をいう。 

３ この法律において「水防管理者」とは、水防管理団体である市町村の長又は水防事務組合の管理者若

しくは長若しくは水害予防組合の管理者をいう。 

４ この法律において「消防機関」とは、消防組織法（昭和二十二年法律第二百二十六号）第九条に規定

する消防の機関をいう。 

５ この法律において「消防機関の長」とは、消防本部を置く市町村にあっては消防長を、消防本部を置

かない市町村にあっては消防団の長をいう。 

６ この法律において「水防計画」とは、水防上必要な監視、警戒、通信、連絡、輸送及びダム又は水門

若しくはこう閘門の操作、水防のための水防団、消防機関及び水防協力団体（第三十六条第一項の規定

により指定された水防協力団体をいう。以下第四章までにおいて同じ。）の活動、一の水防管理団体と

他の水防管理団体との間における協力及び応援、水防のための活動に必要な河川管理者（河川法（昭和

三十九年法律第百六十七号）第七条（同法第百条第一項において準用する場合を含む。）に規定する河

川管理者をいう。第七条第三項において同じ。）及び同法第九条第二項又は第五項の規定により都道府

県知事又は地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定都市の長が

河川法第九条第二項に規定する指定区間内の一級河川（同法第四条第一項に規定する一級河川をいう。

以下同じ。）の管理の一部を行う場合における当該都道府県知事又は当該指定都市の長並びに下水道管

理者（下水道法（昭和三十三年法律第七十九号）第四条第一項に規定する公共下水道管理者、同法第二

十五条の二十三第一項に規定する流域下水道管理者及び同法第二十七条第一項に規定する都市下水路管

理者をいう。第七条第四項において同じ。）の協力並びに水防に必要な器具、資材及び設備の整備及び



資  料 

資料２－2 

運用に関する計画をいう。 

７ この法律において「量水標等」とは、量水標、験潮儀その他の水位観測施設をいう。 

８ この法律において「水防警報」とは、洪水、津波又は高潮によつて災害が発生するおそれがあるとき、

水防を行う必要がある旨を警告して行う発表をいう。 

第二章 水防組織 

（市町村の水防責任） 

第三条 市町村は、その区域における水防を十分に果すべき責任を有する。ただし、水防事務組合が水防

を行う区域及び水害予防組合の区域については、この限りでない。 

（第三条の二から六まで省略） 

（指定水防管理団体） 

第四条 都道府県知事は、水防上公共の安全に重大な関係のある水防管理団体を指定することができる。 

（水防の機関） 

第五条 水防管理団体は、水防事務を処理するため、水防団を置くことができる。 

２ 前条の規定により指定された水防管理団体（以下「指定管理団体」という。）は、その区域内にある

消防機関が水防事務を十分に処理することができないと認める場合においては、水防団を置かなければ

ならない。 

３ 水防団及び消防機関は、水防に関しては水防管理者の所轄の下に行動する。 

（水防団） 

第六条 水防団は、水防団長及び水防団員をもつて組織する。 

２ 水防団の設置、区域及び組織並びに水防団長及び水防団員の定員、任免、給与及び服務に関する事項

は、市町村又は水防事務組合にあっては条例で、水害予防組合にあっては組合会の議決で定める。 

（公務災害補償） 

第六条の二 水防団長又は水防団員が公務により死亡し、負傷し、若しくは病気にかかり、又は公務によ

る負傷若しくは病気により死亡し、若しくは障害の状態となったときは、当該水防団長又は水防団員の

属する水防管理団体は、政令で定める基準に従い、市町村又は水防事務組合にあっては条例で、水害予

防組合にあっては組合会の議決で定めるところにより、その者又はその者の遺族がこれらの原因によっ

て受ける損害を補償しなければならない。 

２ 前項の場合においては、水防管理団体は、当該水防団長若しくは水防団員又はその者の遺族の福祉に

関して必要な事業を行うように努めなければならない。 

（第六条の三から第八条まで省略） 

（河川等の巡視） 

第九条 水防管理者、水防団長又は消防機関の長は、随時区域内の河川、海岸堤防、津波防護施設（津波

防災地域づくりに関する法律（平成二十三年法律第百二十三号）第二条第十項に規定する津波防護施設

をいう。以下この条において同じ。）等を巡視し、水防上危険であると認められる箇所があるときは、
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直ちに当該河川、海岸堤防、津波防護施設等の管理者に連絡して必要な措置を求めなければならない。 

（国の機関が行う洪水予報等） 

第十条 気象庁長官は、気象等の状況により洪水、津波又は高潮のおそれがあると認められるときは、そ

の状況を国土交通大臣及び関係都道府県知事に通知するとともに、必要に応じ放送機関、新聞社、通信

社その他の報道機関（以下「報道機関」という。）の協力を求めて、これを一般に周知させなければな

らない。 

２ 国土交通大臣は、二以上の都府県の区域にわたる河川その他の流域面積が大きい河川で洪水により国

民経済上重大な損害を生ずるおそれがあるものとして指定した河川について、気象庁長官と共同して、

洪水のおそれがあると認められるときは水位又は流量を、はん濫した後においては水位若しくは流量又

ははん濫により浸水する区域及びその水深を示して当該河川の状況を関係都道府県知事に通知するとと

もに、必要に応じ報道機関の協力を求めて、これを一般に周知させなければならない。 

３ 都道府県知事は、前二項の規定による通知を受けた場合においては、直ちに都道府県の水防計画で定

める水防管理者及び量水標管理者（量水標等の管理者をいう。以下同じ。）に、その受けた通知に係る

事項（量水標管理者にあっては、洪水又は高潮に係る事項に限る。）を通知しなければならない。 

（都道府県知事が行う洪水予報） 

第十一条 都道府県知事は、前条第二項の規定により国土交通大臣が指定した河川以外の流域面積が大き

い河川で洪水により相当な損害を生ずるおそれがあるものとして指定した河川について、洪水のおそれ

があると認められるときは、気象庁長官と共同して、その状況を水位又は流量を示して直ちに都道府県

の水防計画で定める水防管理者及び量水標管理者に通知するとともに、必要に応じ報道機関の協力を求

めて、これを一般に周知させなければならない。 

２ 都道府県知事は、前項の規定による指定をしようとするときは、気象庁長官に協議するものとする。 

（情報の提供の求め等） 

第十一条の二 都道府県知事は、前条第一項の規定による通知及び周知を行うため必要があると認めると

きは、国土交通大臣に対し、当該通知及び周知に係る河川の水位又は流量に関する情報であって、第十

条第二項の規定により国土交通大臣が指定した河川について国土交通大臣が洪水のおそれを予測する過

程で取得したものの提供を求めることができる。 

２ 国土交通大臣は、前項の規定による求めがあつたときは、同項に規定する情報を当該都道府県知事及

び気象庁長官に提供するものとする。 

３ 前項の規定による情報の提供については、気象業務法（昭和二十七年法律第百六十五号）第十七条及

び第二十三条の規定は、適用しない。 

（水位の通報及び公表） 

第十二条 都道府県の水防計画で定める水防管理者又は量水標管理者は、洪水若しくは高潮のおそれがあ

ることを自ら知り、又は第十条第三項若しくは第十一条第一項の規定による通知を受けた場合において、

量水標等の示す水位が都道府県知事の定める通報水位を超えるときは、その水位の状況を、都道府県の
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水防計画で定めるところにより、関係者に通報しなければならない。 

２ 都道府県の水防計画で定める量水標管理者は、量水標等の示す水位が警戒水位（前項の通報水位を超

える水位であって洪水又は高潮による災害の発生を警戒すべきものとして都道府県知事が定める水位を

いう。以下同じ。）を超えるときは、その水位の状況を、都道府県の水防計画で定めるところにより、

公表しなければならない。 

（国土交通大臣又は都道府県知事が行う洪水に係る水位情報の通知及び周知） 

第十三条 国土交通大臣は、第十条第二項の規定により指定した河川以外の河川のうち、河川法第九条第

二項に規定する指定区間外の一級河川で洪水により国民経済上重大な損害を生ずるおそれがあるものと

して指定した河川について、洪水特別警戒水位（警戒水位を超える水位であって洪水による災害の発生

を特に警戒すべき水位をいう。次項において同じ。）を定め、当該河川の水位がこれに達したときは、

その旨を当該河川の水位又は流量を示して関係都道府県知事に通知するとともに、必要に応じ報道機関

の協力を求めて、これを一般に周知させなければならない。 

２ 都道府県知事は、第十条第二項又は第十一条第一項の規定により国土交通大臣又は自らが指定した河

川以外の河川のうち、河川法第九条第二項に規定する指定区間内の一級河川又は同法第五条第一項に規

定する二級河川で洪水により相当な損害を生ずるおそれがあるものとして指定した河川について、洪水

特別警戒水位を定め、当該河川の水位がこれに達したときは、その旨を当該河川の水位又は流量を示し

て直ちに都道府県の水防計画で定める水防管理者及び量水標管理者に通知するとともに、必要に応じ報

道機関の協力を求めて、これを一般に周知させなければならない。 

３ 都道府県知事は、第一項の規定による通知を受けた場合においては、直ちに都道府県の水防計画で定

める水防管理者及び量水標管理者に、その受けた通知に係る事項を通知しなければならない。 

（都道府県知事又は市町村長が行う雨水出水に係る水位情報の通知及び周知） 

第十三条の二 都道府県知事は、当該都道府県が管理する公共下水道等（下水道法第二条第三号に規定す

る公共下水道、同条第四号に規定する流域下水道又は同条第五号に規定する都市下水路をいう。以下こ

の条及び第十四条の二において同じ。）の排水施設等（排水施設又はこれを補完するポンプ施設若しく

は貯留施設をいう。以下この条において同じ。）で雨水出水により相当な損害を生ずるおそれがあるも

のとして指定したものについて、雨水出水特別警戒水位（雨水出水による災害の発生を特に警戒すべき

水位（公共下水道等の排水施設等の底面から水面までの高さをいう。以下この条において同じ。）をい

う。次項において同じ。）を定め、当該排水施設等の水位がこれに達したときは、その旨を当該排水施

設等の水位を示して直ちに当該都道府県の水防計画で定める水防管理者及び量水標管理者に通知すると

ともに、必要に応じ報道機関の協力を求めて、これを一般に周知させなければならない。 

２ 市町村長は、当該市町村が管理する公共下水道等の排水施設等で雨水出水により相当な損害を生ずる

おそれがあるものとして指定したものについて、雨水出水特別警戒水位を定め、当該排水施設等の水位

がこれに達したときは、その旨を当該排水施設等の水位を示して直ちに当該市町村の存する都道府県の

水防計画で定める水防管理者及び量水標管理者に通知するとともに、必要に応じ報道機関の協力を求め



資  料 

資料２－5 

て、これを一般に周知させなければならない。 

（関係市町村長への通知） 

第十三条の四 第十条第二項若しくは第十三条第一項の規定により通知をした国土交通大臣又は第十一条

第一項、第十三条第二項、第十三条の二第一項若しくは前条の規定により通知をした都道府県知事は、

災害対策基本法第六十条第一項の規定による避難のための立退きの指示又は同条第三項の規定による緊

急安全確保措置の指示の判断に資するため、関係市町村の長にその通知に係る事項を通知しなければな

らない。 

（洪水浸水想定区域） 

第十四条 国土交通大臣は、次に掲げる河川について、洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保し、又は浸水

を防止することにより、水災による被害の軽減を図るため、国土交通省令で定めるところにより、想定

最大規模降雨（想定し得る最大規模の降雨であって国土交通大臣が定める基準に該当するものをいう。

以下同じ。）により当該河川が氾濫した場合に浸水が想定される区域を洪水浸水想定区域として指定す

るものとする。 

一 第十条第二項又は第十三条第一項の規定により指定した河川 

二 特定都市河川浸水被害対策法（平成十五年法律第七十七号）第三条第一項の規定により指定した河

川 

三 前二号に掲げるもののほか、河川法第九条第二項に規定する指定区間外の一級河川のうち洪水によ

る災害の発生を警戒すべきものとして国土交通省令で定める基準に該当するもの 

２ 都道府県知事は、次に掲げる河川について、洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保し、又は浸水を防止

することにより、水災による被害の軽減を図るため、国土交通省令で定めるところにより、想定最大規

模降雨により当該河川が氾濫した場合に浸水が想定される区域を洪水浸水想定区域として指定するもの

とする。 

一 第十一条第一項又は第十三条第二項の規定により指定した河川 

二 特定都市河川浸水被害対策法第三条第四項から第六項までの規定により指定した河川 

三 前二号に掲げるもののほか、河川法第九条第二項に規定する指定区間内の一級河川又は同法第五条

第一項に規定する二級河川のうち洪水による災害の発生を警戒すべきものとして国土交通省令で定め

る基準に該当するもの 

３ 前二項の規定による指定は、指定の区域、浸水した場合に想定される水深その他の国土交通省令で定

める事項を明らかにしてするものとする。 

４ 国土交通大臣又は都道府県知事は、第一項又は第二項の規定による指定をしたときは、国土交通省令

で定めるところにより、前項の国土交通省令で定める事項を公表するとともに、関係市町村の長に通

知しなければならない。 

５ 前二項の規定は、第一項又は第二項の規定による指定の変更について準用する。 

（雨水出水浸水想定区域） 
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第十四条の二 都道府県知事は、当該都道府県が管理する次に掲げる排水施設について、雨水出水時の円

滑かつ迅速な避難を確保し、又は浸水を防止することにより、水災による被害の軽減を図るため、国土

交通省令で定めるところにより、想定最大規模降雨により当該排水施設に雨水を排除できなくなった場

合又は当該排水施設（第一号に掲げる排水施設にあっては、第十三条の二第一項の規定による指定に係

るポンプ施設又は貯留施設に接続する排水施設を含む。）から河川その他の公共の水域若しくは海域に

雨水を排除できなくなった場合に浸水が想定される区域を雨水出水浸水想定区域として指定するものと

する。 

一 第十三条の二第一項の規定による指定に係る排水施設 

二 下水道法第二十五条の二に規定する浸水被害対策区域内に存する公共下水道等の排水施設 

三 特定都市河川浸水被害対策法第三条第三項の規定により指定され、又は同条第四項、同条第五項に

おいて準用する同条第三項若しくは同条第六項の規定により指定した特定都市河川流域内に存する公

共下水道等の排水施設 

四 前三号に掲げるもののほか、雨水出水による災害の発生を警戒すべきものとして国土交通省令で定

める基準に該当する公共下水道等の排水施設 

２ 市町村長は、当該市町村が管理する次に掲げる排水施設について、雨水出水時の円滑かつ迅速な避難

を確保し、又は浸水を防止することにより、水災による被害の軽減を図るため、国土交通省令で定める

ところにより、想定最大規模降雨により当該排水施設に雨水を排除できなくなった場合又は当該排水施

設（第一号に掲げる排水施設にあっては、第十三条の二第二項の規定による指定に係るポンプ施設又は

貯留施設に接続する排水施設を含む。）から河川その他の公共の水域若しくは海域に雨水を排除できな

くなった場合に浸水が想定される区域を雨水出水浸水想定区域として指定するものとする。 

一 第十三条の二第二項の規定による指定に係る排水施設 

二 下水道法第二十五条の二に規定する浸水被害対策区域内に存する公共下水道等の排水施設 

三 特定都市河川浸水被害対策法第三条第三項（同条第五項において準用する場合を含む。）及び第四

項から第六項までの規定により指定された特定都市河川流域内に存する公共下水道等の排水施設 

四 前三号に掲げるもののほか、雨水出水による災害の発生を警戒すべきものとして国土交通省令で定

める基準に該当する公共下水道等の排水施設 

３ 前二項の規定による指定は、指定の区域、浸水した場合に想定される水深その他の国土交通省令で定

める事項を明らかにしてするものとする。 

４ 都道府県知事又は市町村長は、第一項又は第二項の規定による指定をしたときは、国土交通省令で定

めるところにより、前項の国土交通省令で定める事項を公表するとともに、都道府県知事にあっては、

関係市町村の長に通知しなければならない。 

５ 前二項の規定は、第一項又は第二項の規定による指定の変更について準用する。 

（浸水想定区域における円滑かつ迅速な避難の確保及び浸水の防止のための措置） 

第十五条 市町村防災会議（災害対策基本法第十六条第一項に規定する市町村防災会議をいい、これを設
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置しない市町村にあっては、当該市町村の長とする。次項において同じ。）は、第十四条第一項若しく

は第二項の規定による洪水浸水想定区域の指定、第十四条の二第一項若しくは第二項の規定による雨水

出水浸水想定区域の指定又は前条第一項の規定による高潮浸水想定区域の指定があつたときは、市町村

地域防災計画（同法第四十二条第一項に規定する市町村地域防災計画をいう。以下同じ。）において、

少なくとも当該洪水浸水想定区域、雨水出水浸水想定区域又は高潮浸水想定区域ごとに、次に掲げる事

項について定めるものとする。ただし、第四号ハに掲げる施設について同号に掲げる事項を定めるのは、

当該施設の所有者又は管理者からの申出があつた場合に限る。 

一 洪水予報等（第十条第一項若しくは第二項又は第十一条第一項の規定により気象庁長官、国土交通

大臣及び気象庁長官又は都道府県知事及び気象庁長官が行う予報、第十三条第一項若しくは第二項、

第十三条の二又は第十三条の三の規定により国土交通大臣、都道府県知事又は市町村長が通知し又は

周知する情報その他人的災害を生ずるおそれがある洪水、雨水出水又は高潮に関する情報をいう。次

項において同じ。）の伝達方法 

二 避難施設その他の避難場所及び避難路その他の避難経路に関する事項 

三 災害対策基本法第四十八条第一項の防災訓練として市町村長が行う洪水、雨水出水又は高潮に係る

避難訓練の実施に関する事項 

四 浸水想定区域（洪水浸水想定区域、雨水出水浸水想定区域又は高潮浸水想定区域をいう。第三項に

おいて同じ。）内に次に掲げる施設がある場合にあっては、これらの施設の名称及び所在地 

イ 地下街等（地下街その他地下に設けられた不特定かつ多数の者が利用する施設（地下に建設が予

定されている施設又は地下に建設中の施設であって、不特定かつ多数の者が利用すると見込まれる

ものを含む。）をいう。次条において同じ。）でその利用者の洪水時、雨水出水時又は高潮時（以

下「洪水時等」という。）の円滑かつ迅速な避難の確保及び洪水時等の浸水の防止を図る必要があ

ると認められるもの 

ロ 要配慮者利用施設（社会福祉施設、学校、医療施設その他の主として防災上の配慮を要する者が

利用する施設をいう。第十五条の三において同じ。）でその利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避

難の確保を図る必要があると認められるもの 

ハ 大規模な工場その他の施設（イ又はロに掲げるものを除く。）であつて国土交通省令で定める基

準を参酌して市町村の条例で定める用途及び規模に該当するもの（第十五条の四において「大規模

工場等」という。）でその洪水時等の浸水の防止を図る必要があると認められるもの 

五 その他洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な事項 

２ 市町村防災会議は、前項の規定により市町村地域防災計画において同項第四号に掲げる事項を定める

ときは、当該市町村地域防災計画において、次の各号に掲げる施設の区分に応じ、当該各号に定める者

への洪水予報等の伝達方法を定めるものとする。 

一 前項第四号イに掲げる施設（地下に建設が予定されている施設及び地下に建設中の施設を除く。）

当該施設の所有者又は管理者及び次条第九項に規定する自衛水防組織の構成員 
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二 前項第四号ロに掲げる施設 当該施設の所有者又は管理者（第十五条の三第七項の規定により自衛

水防組織が置かれたときは、当該施設の所有者又は管理者及び当該自衛水防組織の構成員） 

三 前項第四号ハに掲げる施設 当該施設の所有者又は管理者（第十五条の四第一項の規定により自衛

水防組織が置かれたときは、当該施設の所有者又は管理者及び当該自衛水防組織の構成員） 

３ 浸水想定区域をその区域に含む市町村の長は、国土交通省令で定めるところにより、市町村地域防災

計画において定められた第一項各号に掲げる事項を住民、滞在者その他の者（第十五条の十一において

「住民等」という。）に周知させるため、これらの事項（次の各号に掲げる区域をその区域に含む市町

村にあっては、それぞれ当該各号に定める事項を含む。）を記載した印刷物の配布その他の必要な措置

を講じなければならない。 

一 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成十二年法律第五十七号）

第七条第一項の土砂災害警戒区域 同法第八条第三項に規定する事項 

二 津波防災地域づくりに関する法律第五十三条第一項の津波災害警戒区域 同法第五十五条に規定す

る事項 

（第十五条二から八まで省略） 

（大規模氾濫減災協議会） 

第十五条の九 国土交通大臣は、第十条第二項又は第十三条第一項の規定により指定した河川について、

想定最大規模降雨により当該河川が氾濫した場合の水災による被害の軽減に資する取組を総合的かつ一

体的に推進するために必要な協議を行うための協議会（以下この条において「大規模氾濫減災協議会」

という。）を組織するものとする。 

２ 大規模氾濫減災協議会は、次に掲げる者をもつて構成する。 

一 国土交通大臣 

二 当該河川の存する都道府県の知事 

三 当該河川の存する市町村の長 

四 当該河川の存する区域をその区域に含む水防管理団体の水防管理者 

五 当該河川の河川管理者 

六 当該河川の存する区域の全部又は一部を管轄する管区気象台長、沖縄気象台長又は地方気象台長 

七 第三号の市町村に隣接する市町村の長その他の国土交通大臣が必要と認める者 

３ 大規模氾濫減災協議会において協議が調った事項については、大規模氾濫減災協議会の構成員は、そ

の協議の結果を尊重しなければならない。 

４ 前三項に定めるもののほか、大規模氾濫減災協議会の運営に関し必要な事項は、大規模氾濫減災協議

会が定める。 

（都道府県大規模氾濫減災協議会） 

第十五条の十 都道府県知事は、第十一条第一項又は第十三条第二項の規定により指定した河川について、

想定最大規模降雨により当該河川が氾濫した場合の水災による被害の軽減に資する取組を総合的かつ一
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体的に推進するために必要な協議を行うための協議会（以下この条において「都道府県大規模氾濫減災

協議会」という。）を組織することができる。 

２ 都道府県大規模氾濫減災協議会は、次に掲げる者をもつて構成する。 

一 当該都道府県知事 

二 当該河川の存する市町村の長 

三 当該河川の存する区域をその区域に含む水防管理団体の水防管理者 

四 当該河川の河川管理者 

五 当該河川の存する区域の全部又は一部を管轄する管区気象台長、沖縄気象台長又は地方気象台長 

六 第二号の市町村に隣接する市町村の長その他の当該都道府県知事が必要と認める者 

３ 前条第三項及び第四項の規定は、都道府県大規模氾濫減災協議会について準用する。この場合におい

て、同項中「前三項」とあるのは、「次条第一項及び第二項並びに同条第三項において準用する前項」

と読み替えるものとする。 

（予想される水災の危険の周知等） 

第十五条の十一 市町村長は、当該市町村の区域内に存する河川（第十条第二項、第十一条第一項又は第

十三条第一項若しくは第二項の規定により指定された河川を除く。）のうち、洪水時の円滑かつ迅速な

避難を確保することが特に必要と認める河川について、過去の降雨により当該河川が氾濫した際に浸水

した地点、その水深その他の状況を把握するよう努めるとともに、これを把握したときは、当該河川に

おいて予想される水災の危険を住民等に周知させなければならない。 

（河川管理者の援助等） 

第十五条の十二 河川管理者は、第十五条の六第一項の規定により浸水被害軽減地区の指定をしようとす

る水防管理者及び前条の規定により浸水した地点、その水深その他の状況を把握しようとする市町村長

に対し、必要な情報提供、助言その他の援助を行うものとする。 

２ 河川管理者は、前項の規定による援助を行うため必要があると認めるときは、河川法第五十八条の八

第一項の規定により指定した河川協力団体に必要な協力を要請することができる。 

（水防警報） 

第十六条 国土交通大臣は、洪水、津波又は高潮により国民経済上重大な損害を生ずるおそれがあると認

めて指定した河川、湖沼又は海岸について、都道府県知事は、国土交通大臣が指定した河川、湖沼又は

海岸以外の河川、湖沼又は海岸で洪水、津波又は高潮により相当な損害を生ずるおそれがあると認めて

指定したものについて、水防警報をしなければならない。 

２ 国土交通大臣は、前項の規定により水防警報をしたときは、直ちにその警報事項を関係都道府県知事

に通知しなければならない。 

３ 都道府県知事は、第一項の規定により水防警報をしたとき、又は前項の規定により通知を受けたとき

は、都道府県の水防計画で定めるところにより、直ちにその警報事項又はその受けた通知に係る事項を

関係水防管理者その他水防に関係のある機関に通知しなければならない。 
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４ 国土交通大臣又は都道府県知事は、第一項の規定により河川、湖沼又は海岸を指定したときは、その

旨を公示しなければならない。 

（水防団及び消防機関の出動） 

第十七条 水防管理者は、水防警報が発せられたとき、水位が警戒水位に達したときその他水防上必要が

あると認めるときは、都道府県の水防計画で定めるところにより、水防団及び消防機関を出動させ、又

は出動の準備をさせなければならない。 

（優先通行） 

第十八条 都道府県知事の定める標識を有する車両が水防のため出動するときは、車両及び歩行者は、こ

れに進路を譲らなければならない。 

（緊急通行） 

第十九条 水防団長、水防団員及び消防機関に属する者並びに水防管理者から委任を受けた者は、水防上

緊急の必要がある場所に赴くときは、一般交通の用に供しない通路又は公共の用に供しない空地及び水

面を通行することができる。 

２ 水防管理団体は、前項の規定により損失を受けた者に対し、時価によりその損失を補償しなければな

らない。 

（水防信号） 

第二十条 都道府県知事は、水防に用いる信号を定めなければならない。 

２ 何人も、みだりに前項の水防信号又はこれに類似する信号を使用してはならない。 

（警戒区域） 

第二十一条 水防上緊急の必要がある場所においては、水防団長、水防団員又は消防機関に属する者は、

警戒区域を設定し、水防関係者以外の者に対して、その区域への立入りを禁止し、若しくは制限し、又

はその区域からの退去を命ずることができる。 

２ 前項の場所においては、水防団長、水防団員若しくは消防機関に属する者がいないとき、又はこれら

の者の要求があつたときは、警察官は、同項に規定する者の職権を行うことができる。 

（警察官の援助の要求） 

第二十二条 水防管理者は、水防のため必要があると認めるときは、警察署長に対して、警察官の出動を

求めることができる。 

（応援） 

第二十三条 水防のため緊急の必要があるときは、水防管理者は、他の水防管理者又は市町村長若しくは

消防長に対して応援を求めることができる。応援を求められた者は、できる限りその求めに応じなけれ

ばならない。 

２ 応援のため派遣された者は、水防については応援を求めた水防管理者の所轄の下に行動するものとす

る。 

３ 第一項の規定による応援のために要する費用は、当該応援を求めた水防管理団体が負担するものとす
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る。 

４ 前項の規定により負担する費用の額及び負担の方法は、当該応援を求めた水防管理団体と当該応援を

求められた水防管理団体又は市町村とが協議して定める。 

（居住者等の水防義務） 

第二十四条 水防管理者、水防団長又は消防機関の長は、水防のためやむを得ない必要があるときは、当

該水防管理団体の区域内に居住する者、又は水防の現場にある者をして水防に従事させることができる。 

（決壊の通報） 

第二十五条 水防に際し、堤防その他の施設が決壊したときは、水防管理者、水防団長、消防機関の長又

は水防協力団体の代表者は、直ちにこれを関係者に通報しなければならない。 

（決壊後の処置） 

第二十六条 堤防その他の施設が決壊したときにおいても、水防管理者、水防団長、消防機関の長及び水

防協力団体の代表者は、できる限りはん濫による被害が拡大しないように努めなければならない。 

（水防通信） 

第二十七条 何人も、水防上緊急を要する通信が最も迅速に行われるように協力しなければならない。 

２ 国土交通大臣、都道府県知事、水防管理者、水防団長、消防機関の長又はこれらの者の命を受けた者

は、水防上緊急を要する通信のために、電気通信事業法（昭和五十九年法律第八十六号）第二条第五号

に規定する電気通信事業者がその事業の用に供する電気通信設備を優先的に利用し、又は警察通信施設、

気象官署通信施設、鉄道通信施設、電気事業通信施設その他の専用通信施設を使用することができる。 

（公用負担） 

第二十八条 水防のため緊急の必要があるときは、水防管理者、水防団長又は消防機関の長は、水防の現

場において、必要な土地を一時使用し、土石、竹木その他の資材を使用し、若しくは収用し、車両その

他の運搬用機器若しくは排水用機器を使用し、又は工作物その他の障害物を処分することができる。 

２ 前項に規定する場合において、水防管理者から委任を受けた者は、水防の現場において、必要な土地

を一時使用し、土石、竹木その他の資材を使用し、又は車両その他の運搬用機器若しくは排水用機器を

使用することができる。 

３ 水防管理団体は、前二項の規定により損失を受けた者に対し、時価によりその損失を補償しなければ

ならない。 

（立退きの指示） 

第二十九条 洪水、雨水出水、津波又は高潮によって氾濫による著しい危険が切迫していると認められる

ときは、都道府県知事、その命を受けた都道府県の職員又は水防管理者は、必要と認める区域の居住者、

滞在者その他の者に対し、避難のため立ち退くべきことを指示することができる。水防管理者が指示を

する場合においては、当該区域を管轄する警察署長にその旨を通知しなければならない。 

（第三十条から第三十二条の一まで省略） 

（水防訓練） 
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第三十二条の二 指定管理団体は、毎年、水防団、消防機関及び水防協力団体の水防訓練を行わなければ

ならない。 

２ 指定管理団体以外の水防管理団体は、毎年、水防団、消防機関及び水防協力団体の水防訓練を行うよ

う努めなければならない。 

（水防計画） 

第三十三条 指定管理団体の水防管理者は、都道府県の水防計画に応じた水防計画を定め、及び毎年水防

計画に検討を加え、必要があると認めるときは、これを変更しなければならない。 

２ 指定管理団体の水防管理者は、前項の規定により水防計画を定め、又は変更しようとするときは、あ

らかじめ、水防協議会（次条第一項に規定する水防協議会をいう。以下この項において同じ。）を設置

する指定管理団体にあっては当該水防協議会、水防協議会を設置せず、かつ、災害対策基本法第十六条

第一項に規定する市町村防災会議を設置する市町村である指定管理団体にあっては当該市町村防災会議

に諮らなければならない。 

３ 指定管理団体の水防管理者は、第一項の規定により水防計画を定め、又は変更したときは、その要旨

を公表するよう努めるとともに、遅滞なく、水防計画を都道府県知事に届け出なければならない。 

４ 第七条第二項から第四項までの規定は、指定管理団体の水防計画について準用する。 

（水防協議会） 

第三十四条 指定管理団体の水防計画その他水防に関し重要な事項を調査審議させるため、指定管理団体

に水防協議会を置くことができる。ただし、水防事務組合及び水害予防組合については、これらに水防

協議会を置くものとする。 

２ 指定管理団体の水防協議会は、水防に関し関係機関に対して意見を述べることができる。 

３ 指定管理団体の水防協議会は、会長及び委員をもつて組織する。 

４ 会長は、指定管理団体の水防管理者をもつて充てる。委員は、関係行政機関の職員並びに水防に関係

のある団体の代表者及び学識経験のある者のうちから指定管理団体の水防管理者が命じ、又は委嘱する。 

５ 前各項に定めるもののほか、指定管理団体の水防協議会に関し必要な事項は、市町村又は水防事務組

合にあっては条例で、水害予防組合にあっては組合会の議決で定める。 

（第三十五条 省略） 

（水防協力団体の指定） 

第三十六条 水防管理者は、次条に規定する業務を適正かつ確実に行うことができると認められる法人そ

の他これに準ずるものとして国土交通省令で定める団体を、その申請により、水防協力団体として指定

することができる。 

２ 水防管理者は、前項の規定による指定をしたときは、当該水防協力団体の名称、住所及び事務所の所

在地を公示しなければならない。 

３ 水防協力団体は、その名称、住所又は事務所の所在地を変更しようとするときは、あらかじめ、その

旨を水防管理者に届け出なければならない。 
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４ 水防管理者は、前項の規定による届出があつたときは、当該届出に係る事項を公示しなければならな

い。 

（水防協力団体の業務） 

第三十七条 水防協力団体は、次に掲げる業務を行うものとする。 

一 水防団又は消防機関が行う水防上必要な監視、警戒その他の水防活動に協力すること。 

二 水防に必要な器具、資材又は設備を保管し、及び提供すること。 

三 水防に関する情報又は資料を収集し、及び提供すること。 

四 水防に関する調査研究を行うこと。 

五 水防に関する知識の普及及び啓発を行うこと。 

六 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

（水防団等との連携） 

第三十八条 水防協力団体は、水防団及び水防を行う消防機関との密接な連携の下に前条第一号に掲げる

業務を行わなければならない。 

（監督等） 

第三十九条 水防管理者は、第三十七条各号に掲げる業務の適正かつ確実な実施を確保するため必要があ

ると認めるときは、水防協力団体に対し、その業務に関し報告をさせることができる。 

２ 水防管理者は、水防協力団体が第三十七条各号に掲げる業務を適正かつ確実に実施していないと認め

るときは、水防協力団体に対し、その業務の運営の改善に関し必要な措置を講ずべきことを命ずること

ができる。 

３ 水防管理者は、水防協力団体が前項の規定による命令に違反したときは、その指定を取り消すことが

できる。 

４ 水防管理者は、前項の規定により指定を取り消したときは、その旨を公示しなければならない。 

（情報の提供等） 

第四十条 国、都道府県及び水防管理団体は、水防協力団体に対し、その業務の実施に関し必要な情報の

提供又は指導若しくは助言をするものとする。 

（水防管理団体の費用負担） 

第四十一条 水防管理団体の水防に要する費用は、当該水防管理団体が負担するものとする。 

（利益を受ける市町村の費用負担） 

第四十二条 水防管理団体の水防によって当該水防管理団体の区域の関係市町村以外の市町村が著しく利

益を受けるときは、前条の規定にかかわらず、当該水防に要する費用の一部は、当該水防により著しく

利益を受ける市町村が負担するものとする。 

２ 前項の規定により負担する費用の額及び負担の方法は、当該水防を行う水防管理団体と当該水防によ

り著しく利益を受ける市町村とが協議して定める。 

３ 前項の規定による協議が成立しないときは、水防管理団体又は市町村は、その区域の属する都道府県
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の知事にあっせんを申請することができる。 

４ 都道府県知事は、前項の規定による申請に基づいてあっせんをしようとする場合において、当事者の

うちにその区域が他の都府県に属する水防管理団体又は市町村があるときは、当該他の都府県の知事と

協議しなければならない。 

 （以下省略） 
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○災害救助法（抄） 

 

制  定 昭和22年10月18日 法律第118号   

最終改正 令和４年６月17日 法律第 68号  

 

 （目的） 

第一条 この法律は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、国が地方公共団体、日

本赤十字社その他の団体及び国民の協力の下に、応急的に、必要な救助を行い、災害により被害を受

け又は被害を受けるおそれのある者の保護と社会の秩序の保全を図ることを目的とする。 

（第二条・第三条 省略） 

（救助の種類等） 

第四条 第二条第一項の規定による救助の種類は、次のとおりとする。 

一 避難所及び応急仮設住宅の供与 

二 炊き出しその他による食品の給与及び飲料水の供給 

三 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与 

四 医療及び助産 

五 被災者の救出 

六 被災した住宅の応急修理 

七 生業に必要な資金、器具又は資料の給与又は貸与 

八 学用品の給与 

九 埋葬 

十 前各号に規定するもののほか、政令で定めるもの 

２ 第二条第二項の規定による救助の種類は、避難所の供与とする。 

３ 救助は、都道府県知事等が必要があると認めた場合においては、前二項の規定にかかわらず、救助

を要する者（埋葬については埋葬を行う者）に対し、金銭を支給してこれを行うことができる。 

４ 救助の程度、方法及び期間に関し必要な事項は、政令で定める。 

（指定行政機関の長等の収用等） 

第五条 指定行政機関の長（災害対策基本法第二条第三号に規定する指定行政機関の長をいい、当該指

定行政機関が内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）第四十九条第一項若しくは第二項若しくは

国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第三条第二項の委員会若しくは災害対策基本法第二

条第三号ロに掲げる機関又は同号ニに掲げる機関のうち合議制のものである場合にあっては、当該指

定行政機関とする。次条において同じ。）及び指定地方行政機関の長（同法第二条第四号に規定する

指定地方行政機関の長をいう。次条において同じ。）は、防災業務計画（同法第二条第九号に規定す

る防災業務計画をいう。）の定めるところにより、救助を行うため特に必要があると認めるときは、

救助に必要な物資の生産等を業とする者に対して、その取り扱う物資の保管を命じ、又は救助に必要

な物資を収用することができる。 

２ 前項の場合においては、公用令書を交付しなければならない。 

３ 第一項の処分を行う場合においては、その処分により通常生ずべき損失を補償しなければならない。 
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（指定行政機関の長等の立入検査等） 

第六条 前条第一項の規定により物資の保管を命じ、又は物資を収用するため、必要があるときは、指

定行政機関の長及び指定地方行政機関の長は、当該職員に物資を保管させる場所又は物資の所在する

場所に立ち入り検査をさせることができる。 

２ 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長は、前条第一項の規定により物資を保管させた者に対

し、必要な報告を求め、又は当該職員に当該物資を保管させてある場所に立ち入り検査をさせること

ができる。 

３ 前二項の規定により立ち入る場合においては、あらかじめその旨をその場所の管理者に通知しなけ

ればならない。 

４ 当該職員が第一項又は第二項の規定により立ち入る場合は、その身分を示す証票を携帯しなければ

ならない。 

５ 第一項及び第二項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

（第七条から第十二条まで省略） 

（事務処理の特例） 

第十三条 都道府県知事は、救助を迅速に行うため必要があると認めるときは、政令で定めるところに

より、その権限に属する救助の実施に関する事務の一部を市町村長が行うこととすることができる。 

２ 前項の規定により市町村長が行う事務を除くほか、災害発生市町村等の長は、都道府県知事が行う

救助を補助するものとする。 

（以下省略）  
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○災害救助法施行令（抄） 

 

制  定 昭和22年10月30日 政令第225号  

最終改正 令和３年５月10日 政令第153号 

 

（災害の程度） 

第一条 災害救助法（昭和二十二年法律第百十八号。以下「法」という。）第二条第一項に規定する政

令で定める程度の災害は、次の各号のいずれかに該当する災害とする。 

一 当該市町村（特別区を含む。以下同じ。）の区域（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）

第二百五十二条の十九第一項の指定都市にあっては、当該市の区域又は当該市の区若しくは総合区

の区域とする。以下同じ。）内の人口に応じそれぞれ別表第一に定める数以上の世帯の住家が滅失

したこと。 

二 当該市町村の区域を包括する都道府県の区域内において、当該都道府県の区域内の人口に応じそ

れぞれ別表第二に定める数以上の世帯の住家が滅失した場合であって、当該市町村の区域内の人口

に応じそれぞれ別表第三に定める数以上の世帯の住家が滅失したこと。 

三 当該市町村の区域を包括する都道府県の区域内において、当該都道府県の区域内の人口に応じそ

れぞれ別表第四に定める数以上の世帯の住家が滅失したこと又は当該災害が隔絶した地域に発生し

たものである等被災者の救護を著しく困難とする内閣府令で定める特別の事情がある場合であって、

多数の世帯の住家が滅失したこと。 

四 多数の者が生命又は身体に危害を受け、又は受けるおそれが生じた場合であって、内閣府令で定

める基準に該当すること。 

２ 前項第一号から第三号までに規定する住家が滅失した世帯の数の算定に当たっては、住家が半壊し

又は半焼する等著しく損傷した世帯は二世帯をもって、住家が床上浸水、土砂の堆積等により一時的

に居住することができない状態となった世帯は三世帯をもって、それぞれ住家が滅失した一の世帯と

みなす。 

 （第二条から第十六条まで省略） 

（災害発生市町村等の長による救助の実施に関する事務の実施） 

第十七条 都道府県知事は、法第十三条第一項の規定により救助の実施に関するその権限に属する事務

の一部を災害発生市町村等の長が行うこととするときは、災害発生市町村等の長が行うこととする事務

の内容及び当該事務を行うこととする期間を災害発生市町村等の長に通知するものとする。この場合に

おいては、当該災害発生市町村等の長は、当該期間において当該事務を行わなければならない。 

２ 都道府県知事は、法第十三条第一項の規定により救助の実施に関するその権限に属する事務（法第

七条から第十条までに規定する事務に限る。）の一部を災害発生市町村等の長が行うこととし、前項前

段の規定による通知をしたときは、直ちにその旨を公示しなければならない。 

３ 法第十三条第一項の規定により救助の実施に関するその権限に属する事務の一部を災害発生市町村

等の長が行うこととした場合においては、法の規定中当該事務に係る都道府県知事に関する規定は、災

害発生市町村等の長に関する規定として災害発生市町村等の長に適用があるものとする。 

(以下省略) 
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○鷹栖町防災会議条例 

 

制  定 昭和38年１月１日 条例第１号   

                                            

最終改正  平成25年12月17日 条例第38号   

 

（目的） 

第１条 この条例は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第16条第６項の規定に基づき、鷹栖町

防災会議（以下「防災会議」という。）の所掌事務及び組織を定める事を目的とする。 

（所掌事務） 

第２条 防災会議は次の各号に掲げる事務をつかさどる。 

(1) 鷹栖町地域防災計画を作成し、及びその実施を推進すること。 

(2) 町長の諮問に応じて町の地域に係る防災に関する重要事項を審議すること。 

(3) 前号に規定する重要事項に関し、町長に意見を述べること。 

(4) 前各号に掲げるものの外、法律又はこれに基づく政令によりその権限に属する事務 

（会長及び委員） 

第３条 防災会議は、会長及び委員をもって組織する。 

２ 会長は、町長をもって充てる。 

３ 会長は、会務を総理する。 

４ 会長に事故あるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 

５ 委員は、次の各号に掲げる者をもって充てる。 

(1) 指定地方行政機関の職員のうちから町長が任命する者 ３名 

(2) 陸上自衛隊第２師団第２特科連隊本部中隊長 １名 

(3) 知事の部内の職員のうちから町長が任命する者 ４名 

(4) 北海道警察官のうちから町長が任命する者 １ 

(5) 町長がその部内の職員のうちから指定する者 １名 

(6) 町の教育委員会の教育長 

(7) 旭川市消防吏員の内から町長が任命する者 

(8) 鷹栖町消防団長 

(9) 指定公共機関及び指定地方公共機関の職員のうちから町長が任命する者 

  (10)  その他の公共的団体の職員のうちから町長が任命する者 

 (11)  自主防災組織を構成する者又は学識経験のある者のうちから町長が任命する者 

６ 前項第９号、第10号及び第11号の委員の任期は２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、その

前任者の残任期間とする。 

７ 前項の委員は再任されることができる。 

（専門委員） 

第４条 防災会議は、専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。 

２ 専門委員は、関係地方行政機関の職員、北海道の職員、町の職員、関係指定公共機関の職員及び

学識経験のある者のうちから町長が任命する。 

３ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは解任されるものとする。 
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（議事） 

第５条 前各条に定めるもののほか、防災会議の議事その他防災会議の運営に関し、必要な事項は、会

長が防災会議にはかって定める。 

 

附 則 

この条例は、昭和38年１月１日から施行する。 

附 則（昭和62年９月22日条例第20号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成８年12月19日条例第29号） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ 第３条第５項第９号及び第10号の委員の最初の任期は、同条第６項の規定にかかわらず平成11年３

月31日までとする。 

附 則（平成12年３月15日条例第30号） 

この条例は、平成12年４月１日から施行する。 

附 則（平成24年12月20日条例第22号） 

この条例は、平成24年12月20日から施行する。 

附 則（平成25年12月17日条例第38号） 

この条例は、平成26年４月１日から施行する。 
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○鷹栖町災害対策本部条例 

 

制定  昭和38年１月１日 条例第２号 

 

（目的） 

第１条 この条例は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第23条第７項の規定に基づき、鷹栖町

災害対策本部に関し、必要な事項を定める事を目的とする。 

（組織） 

第２条 災害対策本部長は災害対策本部の事務を総括し、所部の職員を指揮監督する。 

２ 災害対策副本部長は、災害対策本部長を助け災害対策本部長に事故があるときは、その職務を代

理する。 

３ 災害対策本部員は、災害対策本部長の命を受け災害対策本部の事務に従事する。 

（部） 

第３条 災害対策本部長は必要を認めるときは、災害対策本部に部を置くことができる。 

２ 部に属すべき災害対策本部員は、災害対策本部長が指名する。 

３ 部に部長を置き、災害対策本部長の指名する災害対策本部員がこれに当る。 

４ 部長は部の事務を掌理する。 

（雑則） 

第４条 前各条に定めるもののほか、災害対策本部に関し、必要な事項は、災害対策本部長が定める。 

 

 

  附 則 

この条例は、昭和38年１月１日から施行する。 
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○北海道広域消防相互応援協定 

 

                          （平成３年２月13日） 

                      一部改正 令和２年３月23日 

 

消防組織法（昭和22年法律第226号）第39条の規定に基づき、北海道広域消防相互応援協定を次の

とおり締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、消防組織法（昭和22年法律第226号。以下「法」という｡）第39条の規定に基づ

き、北海道内の市、町及び消防の一部事務組合（以下「市町等」という｡）相互の応援体制を確立し、

災害が発生した場合又は災害が発生するおそれのある場合に有効に対処することを目的とする。 

（対象とする災害） 

第２条 この協定の対象とする災害は、法第１条に規定する水火災又は地震等の災害で、市町等の応援

を必要とするものである。 

（地区区分） 

第３条 この協定による相互応援を円滑に実施するため、市町等を別表に掲げる地区に区分する。 

（代表消防機関の設置及び任務） 

第４条 この協定による相互応援を円滑に実施するため、別表に規定する地区ごとに地区代表消防機関

を置き、地区代表消防機関を総括する総括代表消防機関を置く。 

２ 地区代表消防機関及び総括代表消防機関（以下「代表消防機関」という。）の選定は、別に定め

る。 

３ 地区代表消防機関の任務は、次の各号に掲げるとおりとする。 

 (1)  総括代表消防機関及び当該地区内消防本部との連絡調整及び情報交換に関すること。 

 (2)  当該地域内の応援可能な消防隊等の把握及び調整に関すること。 

 (3)  応援する指揮支援隊、指揮隊、消防隊、救助隊、支援隊及び航空隊（以下「応援隊」とい

う。）の円滑な活動及び管理に関すること。 

４ 総括代表消防機関の任務は、次の各号に掲げるとおりとする。 

 (1)  北海道との連絡調整及び情報交換に関すること。 

 (2)  地区代表消防機関との連絡調整及び情報交換に関すること。 

 (3)  北海道内の応援可能な消防隊等の把握に関すること。 

 (4)  応援隊の円滑な活動及び管理に関すること。 

（代表消防機関の任務の代行） 

第４条の２ 代表消防機関を置く市町等が被災し、被害の状況により代表消防機関が任務を遂行できな

い場合は、当該代表消防機関を置く市町等の長は、代表消防機関の代行を置くことができるものとす

る。 

 ２ 代表消防機関の代行の選定は、別に定める。 

 （応援の種別） 

第５条 この協定による応援の種別は、次の各号に掲げるとおりとする。 
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 (1)  陸上応援 指揮支援隊、指揮隊、消防隊、救助隊、救急隊又は支援隊による活動 

 (2)  航空応援 回転翼航空機を装備した消防吏員の一隊（以下「航空隊」という｡)による活動 

 （応援隊及び資機材の登録） 

第６条 市町等は、応援隊及び資機材をあらかじめ登録するものとする。 

 （応援要請の方法） 

第７条 応援の要請は、災害が発生し、又は発生するおそれのある市町等（以下「要請側」という｡）

の長から他の市町等の長に対し、災害の規模等に応じて次の各号の区分により行う。 

 (1)  陸上応援要請 

    ア 第１要請 

      当該市町等が隣接の市町等に対して行う応援要請 

  イ 第２要請 

当該市町等が構成する別表の地区内の他の市町等に対して行う応援要請（第１要請を除

く。） 

  ウ 第３要請 

 当該市町等が構成する別表の地区外の市町等に対して行う応援要請（第１要請を除く。） 

 (2)  航空応援要請 

     航空隊の応援を必要とする応援要請 

２ 陸上応援要請は、第１要請、第２要請、第３要請の順に行うものとする。ただし、要請側の長が

特に必要を認める場合は、この限りでない。 

３ 前項の陸上応援要請のうち、第２要請にあっては要請側の地区代表消防機関を、第３要請にあっ

ては要請側の地区代表消防機関、総括代表消防機関及び応援要請された市町等の地区代表消防機関

を経由して行うものとする。 

 （応援要請の代行） 

第７条の２ 地域代表消防機関を置く市町等の長は、災害の状況により応援の必要があると認めるとき

は、北海道知事及び総括代表消防機関を置く市町等の長と協議し、要請側の長の代わりに他の市町等

の長に応援の要請をすることができるものとする。 

２ 前項の応援の要請は、前条の規定により要請側の長が行った応援の要請とみなすものとする。 

 （迅速な出動態勢の構築） 

第８条 代表消防機関を置く市町等の長は、別に定める災害が北海道内で発生した場合は、速やかに当

該地区内の応援可能な消防隊等を把握し迅速な出動体制を構築するものとする。 

 （応援隊の派遣） 

第９条 第７条の規定により応援の要請を受けた市町等（以下「応援側」という｡）の長は、特別の事

情がない限り、応援隊を派遣するものとする。 

２ 応援側の長は、応援隊を派遣するときは、要請側の長に対し、その旨を通知しなければならない。

この場合において、第７条第３項の規定により経由することとされている代表消防機関を経由した

応援要請にあっては、当該代表消防機関を経由して通知するものとする。 

 （応援隊の指揮） 

第10条 応援隊の指揮は、要請側の長が行うものとする。 

 （応援経費の負担） 

第11条 陸上応援に要する経費は、要請側の負担とする。ただし、次の各号に掲げる経費は、応援側の

負担とする。 
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 (1)  応援隊員の出動に係る旅費及び諸手当 

 (2)  車両及び機械器具の燃料費（現地で調達したものを除く。） 

 (3)  車両及び機械器具の修理費 

 (4)  消耗品の補充費（現地で調達したものを除く。） 

２ 航空応援に要する応援隊員の出動に係る旅費及び諸手当並びに回転翼航空機の燃料費は、原則と

して要請側の負担とする。 

３ 応援側の長は、前２項の規定により要請側の負担とされる経費を要請側の長に直接請求するもの

とする。 

 （損害賠償） 

第12条 応援隊の応援に伴い発生した事故の処理に要する次の各号に掲げる経費は、要請側の負担とす

る。ただし、応援側の重大な過失により発生した損害賠償に要する経費は、応援側の負担とする。 

 (1)  土地、建物、工作物等に対する損害賠償 

 (2)  一般人の死傷に伴う損害賠償 

２ 前項に定める要請側の負担額は、応援側が加入する保険により支払われる金額を控除した金額と

する。 

 （協議） 

第13条 この協定に定めのない事項又は疑義を生じた事項については、その都度、市町等の長が協議し

て決定するものとする。 

 （委任） 

第14条 この協定の実施に関し必要な事項は、市町等の消防長が協議して定める。 

 

   附 則 

 この協定は、平成３年４月１日から施行する。 

 本協定の成立を証するため協定書72通を作成し、記名押印のうえ市町等において各１通を保有する。 

   附 則（平成６年７月25日） 

 この協定は、平成６年８月１日から施行する。 

 本協定の成立を証するため協定書72通を作成し、記名押印のうえ市町等において各１通を保有する。 

   附 則（令和２年３月23日） 

 この協定は、令和２年４月１日から施行する。 

 本協定の成立を証するため協定書58通を作成し、記名押印のうえ市町等において各１通を保有する。 
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別表（第３条、第４条関係） 

（令和２年４月１日現在） 

地区 構 成 市 町 等 

道
西
地
区 

函館市、森町、八雲町、長万部町、渡島西部広域事務組合、 

南渡島消防事務組合、檜山広域行政組合 

道
南
地
区 

室蘭市、苫小牧市、登別市、白老町、西胆振消防組合、胆振東部消防組合、 

日高東部消防組合、日高中部消防組合、日高西部消防組合 

道
央
地
区 

札幌市、小樽市、夕張市、美唄市、江別市、三笠市、千歳市、歌志内市、 

恵庭市、北広島市、石狩北部地区消防事務組合、羊蹄山ろく消防組合、 

岩内・寿都地方消防組合、北後志消防組合、滝川地区広域消防組合、 

岩見沢地区消防事務組合、深川地区消防組合、砂川地区広域消防組合、 

南空知消防組合 

 地
区 

札
幌 札幌市 

道
北
地
区 

旭川市、増毛町、上川北部消防事務組合、土別地方消防事務組合、 

大雪消防組合、富良野広域連合、北留萌消防組合、留萌消防組合、 

稚内地区消防事務組合、利尻礼文消防事務組合、南宗谷消防組合 

道
東
地
区 

釧路市、根室市、網走地区消防組合、北見地区消防組合、紋別地区消防組合、 

遠軽地区広域組合、美幌・津別消防事務組合、斜里地区消防組合、 

釧路北部消防事務組合、釧路東部消防組合、根室北部消防事務組合、 

とかち広域消防事務組合 
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資料８ 

鷹栖町水防計画 

 

第１節 目的 

この計画は、水防法（昭和24年法律第193号、以下「法」という。）第４条の規定に基づき、道知事

から指定された指定水防管理団体たる鷹栖町が、同法第33条第１項の規定に基づき、鷹栖町内における

水防事務の調整及びその円滑な実施のために必要な事項を規定し、鷹栖町の地域にかかる洪水、内水

（法第２条第１項に定める雨水出水のこと。以下同じ。）による水災を警戒し、防御し、及びこれによ

る被害を軽減し、もって公共の安全を保持することを目的とする。 

 

第２節 用語の定義 

 本計画で使用する主な水防用語の意義は次のとおりである。 

No 用 語 意 義 

１ 水防管理団体 水防の責任を有する市町村（法第２条第２項）。 

２ 水防管理者 水防管理団体である町長（法第２条第３項） 

３ 消防機関 消防組織法（昭和22年法律第226号）第９条に規定する消防の機関（消

防本部、消防署及び消防団をいう（法第２条第４項）。 

４ 消防機関の長 消防本部を置く町にあっては消防長をいう（法第２条第５項）。 

５ 水防団 法第６条に規定する水防団をいう。鷹栖町消防団が該当 

６ 水防協力団体 水防に関する業務を適正かつ確実に行うことができると認められる法人

その他法人でない団体であって、事務所の所在地、構成員の資格、代表

者の選任方法、総会の運営、会計に関する事項その他当該団体の組織及

び運営に関する事項を内容とする規約その他これに準ずるものを有して

いるものとして水防管理者が指定した団体をいう（法第36条第１項）。 

７ 洪水予報河川 国土交通大臣又は知事が、流域面積が大きい河川で、洪水により国民経

済上重大又は相当な損害が生じるおそれがあるものとして指定した河川

で、石狩川（上流）が該当 

８ 水防警報 洪水予報河川について、国土交通大臣又は知事が、水防を行う必要があ

る旨を警告して行う発表をいう（法第２条第８項、法第16条)｡ 

９ 水位周知河川 国土交通大臣又は知事が、洪水予報河川以外の河川で洪水により国民経

済上重大又は相当な損害が生じるおそれがあるものとして指定した河川

で、オサラッペ川、ヨンカシュッペ川が該当 

氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に達したとき、水位又は流量を示し

て水防管理者に通知及び周知を行う（法第13条）。 

10 水位到達情報 水位到達情報とは、水位周知河川において、あらかじめ定めた氾濫危険

水位（洪水特別警戒水位、雨水出水特別警戒水位）への到達に関する情

報のほか、氾濫注意水位（警戒水位）、避難判断水位への到達情報、氾

濫発生情報のことをいう。 

11 水防団待機水位 

（通報水位） 

量水標の設置されている地点ごとに知事が定める水位で、各水防機関が

水防体制に入る水位（法第12条第１項に規定される通報水位）をいう。 

水防管理者又は量水標管理者は、洪水のおそれがある場合において、量

水標等の示す水位が水防団待機水位（通報水位）を超えるときは、その

水位の状況を関係者に通報しなければならない。 

12 氾濫注意水位 

（警戒水位） 

水防団待機水位（通報水位）を超える水位であって、洪水による災害の

発生を警戒すべきものとして知事が定める水位（法第12条第２項に規定

される警戒水位）をいう。水防団の出動の目安となる水位である。 

量水標管理者は、量水標等の示す水位が氾濫注意水位（警戒水位）を超

えるときは、その水位の状況を公表しなければならない。 

13 避難判断水位 町長の高齢者等避難発令の目安となる水位であり、町民の氾濫に関する

情報への注意喚起となる水位。 
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14 氾濫危険水位 洪水により相当の家屋浸水等の被害を生じる氾濫のおそれがある水位を

いう。町長の避難指示の発令判断の目安となる水位である。水位周知河

川においては、法第13条第１項及び第２項に規定される洪水特別警戒水

位に相当する。 

15 内水氾濫危険水位 法第13条の２第１項及び第２項に規定される雨水出水特別警戒水位のこ

と。内水により相当の家屋浸水等の被害を生じる氾濫の起こるおそれが

ある水位をいう。 

16 洪水特別警戒水位 法第13条第１項及び法第２項に定める洪水による災害の発生を特に警戒

すべき水位。氾濫危険水位に相当する。 

国土交通大臣又は知事は、指定した水位周知河川においてこの水位に到

達したときは、水位到達情報を発表しなければならない。 

17 雨水出水特別警戒

水位 

法第13条の２第１項及び第２項に定める内水による災害の発生を特に警

戒すべき水位。内水氾濫危険水位に相当する。 

知事又は町長は、指定した水位周知下水道においてこの水位に到達した

ときは、水位到達情報を発表しなければならない。 

18 重要水防箇所 堤防の決壊、漏水、川の水があふれる等の危険が予想される箇所であ

り、洪水等に際して水防上特に注意を要する箇所をいう。 

19 洪水浸水想定区域 洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保し、又は浸水を防止することによ

り、水災による被害の軽減を図るため、想定し得る最大規模の降雨によ

り当該河川において氾濫が発生した場合に浸水が想定される区域として

国土交通大臣又は知事が指定した区域をいう（法第14条）。 

20 内水浸水想定区域 内水時の円滑かつ迅速な避難を確保し、又は浸水を防止することによ

り、水災による被害の軽減を図るため、想定し得る最大規模の降雨によ

り当該下水道において氾濫が発生した場合に浸水が想定される区域とし

て知事又は町長が指定した区域をいう（法第14条の２に規定される雨水

出水浸水想定区域）。 

 

  

第３節 水防の責任等 

 水防に関係する各主体について、水防法等に規定されている責任及び義務は次のとおりである。 

  

 １ 町の責任 

 水防管理団体として、区域内の水防を十分に果たすべき責任を有する(法第3条)。具体的には、

次の事務を行う。 

  (1)  水防団の設置（法第５条） 

  (2) 水防団員等の公務災害補償（法第６条の２） 

  (3) 平常時における河川等の巡視（法第９条） 

  (4) 水位の通報（法第12条第１項） 

  (5) 内水想定区域の指定、公表および周知（法第13条の２第２項） 

  (6) 浸水想定区域における円滑かつ迅速な避難の確保及び浸水の防止のための措置（法第15条） 

  (7) 予想される水災の危険の周知（法第15条の11） 

  (8) 水防団及び消防機関の出動準備及び出動（法第17条） 

  (9) 緊急通行により損失を受けた者への損失の補償（法第19条第２項） 

 (10) 警戒区域の設定（法第21条） 

 (11) 警察官の援助の要求（法第22条） 

 (12) 他の水防管理者又は市町村長若しくは消防長への応援要請（法第23条） 

  (13) 堤防決壊等の通報。決壊後の措置（法第25条、第26条） 

 (14) 公用負担により損失を受けた者への損失補償(法第28条第３項) 

 (15) 避難のための立退きの指示(法第29条) 

 (16) 水防訓練の実施(法第32条の２) 
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 (17) 水防計画の作成及び要旨の公表(法第33条第１項及び第３項) 

 (18) 水防協議会の設置(法第34条) 

 (19) 水防従事者に対する災害補償(法第45条) 

 (20) 消防事務との調整(法第50条) 

 

 ２ 道 

道内における水防管理団体が行う水防が十分に行われるように確保すべき責任を有する(法第３

条の６)。具体的には、次の事務を行う。 

  (1) 指定水防管理団体の指定（法第４条） 

(2) 水防計画の作成及び要旨の公表（法第７条第１項及び第７項） 

(3) 水防管理団体が行う水防への協力（河川法第22条の２、下水道法第23条の２） 

(4) 水防協議会の設置（法第８条第１項） 

(5) 気象予報及び警報、洪水予報の通知（法第10第３項） 

(6) 洪水予報の発表及び通知（法第11条第１項、気象業務法第14条の２第３項） 

(7) 量水標管理者からの水位の通報及び公表（法第12条） 

(8) 水位周知河川、水位周知下水道及び水位周知海岸の水位到達情報の通知及び周知（法第13条第

２項及び第３項、第13条の２第１項並びに第13条の３） 

(9) 洪水予報又は水位到達情報の通知の関係市町村長への通知（法第13条の４） 

(10) 洪水浸水想定区域、内水浸水想定区域及び高潮浸水想定区域の指定、公表及び通知（法第14

条、第14条の２及び第14条の３） 

（11） 都道府県大規模氾濫減災協議会の設置（法第15条の10） 

（12） 水防警報の発表及び通知並びに水防警報河川等指定したときの公示（法第16条第１項、第３項

及び第４項） 

（13） 水防信号の指定（法第20条） 

（14） 避難のための立退きの指示（法第29条） 

（15） 緊急時の水防管理者、水防団長又は消防機関の長への指示（法第30条） 

（16） 水防団員の定員の基準の設定（法第35条） 

（17） 水防協力団体に対する情報の提供又は指導若しくは助言（法第40条） 

（18） 水防管理団体に対する水防に関する勧告又は助言（法第48条） 

 

 ３ 国土交通省(北海道開発局旭川開発建設部) 

  (1) 洪水予報の発表及び通知（法第10条第２項、気象業務法第14条の２第２項） 

(2) 量水標管理者からの水位の通報及び公表（法第12条） 

(3) 水位周知河川の水位到達情報の通知及び周知（法第13条第１項） 

(4) 洪水予報又は水位到達情報の通知の関係市町村長への通知（法13条の４） 

(5) 洪水浸水想定区域の指定、公表及び通知（法第14条） 

(6) 大規模氾濫減災協議会の設置（法第15条の９） 

(7) 水防警報の発表及び通知（法第16条第１項及び第２項） 

(8) 重要河川における知事に対する指示（法第31条） 

(9) 特定緊急水防活動（法第32条） 

（10） 水防協力団体に対する情報の提供又は指導若しくは助言（法第40条） 

（11） 道に対する水防に関する勧告及び助言（法第48条） 

(12) 道及び気象庁への洪水予報河川の予測水位情報の提供(法第11条の２) 

 

  ４ 気象庁(旭川地方気象台) 

(1)  気象及び洪水の予報及び警報の発表及び通知（法第10条第１項、気象業務法第14条の２第１

項） 

(2)  洪水予報の発表及び通知（法第10条第２項、法第11条第１項並びに気象業務法第14条の２第２

項及び第３項） 
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５ 居住者等の義務 

(1)  水防への従事（法第24条） 

(2)  水防通信への協力（法第27条） 

 

 ６ 管理者等の義務 

   町内にため池等を保有又は管理する者は、平常時の管理、監視を適正に行い、災害が予想される

場合は、直ちに水防管理者（町長）に報告するものとする。 

 

第４節 安全配慮 

洪水、内水のいずれにおいても、水防活動に従事する者自身の安全確保に留意して水防活動を実施す

るものとする。 

 避難誘導や水防作業の際も、水防活動に従事する者自身の安全を確保するため次の事項に配慮する。 

１ 水防活動時にはライフジャケットを着用する。 

２ 水防活動時の安否確認を可能にするため、通常のものが不通の場合でも利用可能な通信機器を携

行する。 

３ 水防活動には、ラジオを携行する等、最新の気象情報を入手可能な状態で実施する。 

４ 指揮者は、水防活動が長時間にわたるときは、疲労に起因する事故を防止するため団員を随時交

代させる。 

５ 水防活動は、原則として複数人で行う。 

６ 水防活動を行う範囲に応じて監視員を適宜配置する。 

７ 指揮者又は監視員は、現場状況の把握に努め、消防団員等水防活動に従事する者の安全を確保す

るため、必要に応じ、速やかに避難を含む具体的な指示や注意を行う。 

８ 指揮者は、消防団員等水防活動に従事する者の安全確保のため、あらかじめ活動可能な時間等を

消防団員等水防活動に従事する者等へ周知し、共有しなければならない。 

９ 指揮者は、活動中の不測の事態に備え、退避方法、退避場所、退避を指示する合図等を事前に徹

底する。 

10 出水期前に、消防団員等水防活動に従事する者を対象とした安全確保のための研修を実施する。 

 

 

  



資 料 

  資料８－5 

第５節 水防組織 

 １ 町 

町は、水防に関係のある警報、注意報等の発表又は地震等の発生により、洪水、内水のおそれが

あるとき、又は水防警報の通知を受け、必要があると認めるときは、町水防本部を設置し、事務を

処理する。 

   水防本部の組織及び所掌事務は、第３章第１節「組織計画」に定めるところに準じる。 

  

 ２ 石狩川上流流域治水協議会及び減災対策協議会 

  (1) 石狩川上流流域治水協議会 

   ア 目的 

 本協議会は、令和元年東日本台風をはじめとした近年の激甚な水害や、気候変動による水害

の激甚化・頻発化に備え、石狩川上流域において、あらゆる関係者が協働して流域全体で水害

を軽減させる治水対策、「流域治水」を計画的に推進するための協議・情報共有を行うことを

目的とする。  

   イ 実施事項 

(ｱ) 石狩川上流域で行う流域治水の全体像を共有・検討。 

(ｲ) 河川に関する対策、流域に関する対策、避難・水防等に関する対策を含む、「流域治水プ

ロジェクト」の策定と公表。 

(ｳ) 「流域治水プロジェクト」にもとづく対策の実施状況のフォローアップ。 

(ｴ) その他、流域治水に関して必要な事項。 

  ウ 構成 

関係機関 流域治水協議会 

旭川開発建設部 旭川開発建設部長（会長） 

旭川地方気象台 旭川地方気象台長 

上川総合振興局 上川総合振興局長 

市町村長 旭川市長 

鷹栖町長 

東神楽町長 

当麻町長 

比布町長 

愛別町長 

上川町長 

東川町長 

美瑛町長 

上川中部森林管理署 上川中部森林管理署長 

森林整備センター 

北海道水源林整備事務所 

北海道水源林整備所長 

北海道旅客鉄道（株） 

旭川支社 

旭川支社長 

 

 (2) 石狩川上流減災対策協議会 

ア 目的 

本協議会は、過去の教訓を踏まえ、石狩川上流における堤防の決壊や越水等に伴う氾濫に備

え、河川管理者、北海道、市町村等が連携して減災のための目標を共有し、ハード対策とソフ

ト対策を一体的、計画的に推進し、社会全体で常に洪水に備える「水防災意識社会」を再構築

することを目的とする。 

   イ 実施事項 

(ｱ) 洪水の浸水想定等の水害リスク情報及び水防に関する情報を共有するとともに、各構成員

がそれぞれ又は連携して実施している現状の減災に係る取組状況等について共有する。 

(ｲ) 円滑かつ迅速な避難、的確な水防活動及び円滑かつ迅速な氾濫水の排水等を実現するため
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に各構成員がそれぞれ又は連携して取り組む事項をまとめた取組方針を作成し、共有する。 

(ｳ) 取組方針に基づく対策の実施状況を確認する。 

(ｴ) その他、大規模氾濫に関する減災対策、水防活動に関して必要な事項を実施する。 

   ウ 構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６節 重要水防箇所 

重要水防箇所は、堤防の決壊、漏水、川の水があふれる等の危険が予想される箇所であり、洪水等に

対して水防上特に中を要する箇所である。 

水防管理者は、河川管理者等と合同で点検を行うなど、平常時から巡視及び警戒を行うとともに、洪

水時は河川の監視及び警戒をさらに厳重にし、重要水防箇所を中心として巡視を行う。 

国が示す重要水防箇所の設定基準は表１のとおりであり、鷹栖町内のオサラッペ川重要水防箇所は表

２のとおりである。 

 

表１「重要水防箇所設定基準」 

種別 
重要度Ａ 

水防上最も重要な区間 

重要度Ｂ 

水防上重要な区間 
要注意区間 

越水 

（溢水） 

計画高水流量規模の洪水の水

位が現況の堤防高を越える箇

所 

計画高水流量規模の洪水の水位

と現況の堤防高との差が堤防の

計画余裕高に満たない箇所 

 

関係機関 減災対策協議会 

旭川開発建設部 旭川開発建設部長（会長） 

旭川地方気象台 旭川地方気象台長 

上川総合振興局 上川総合振興局長 

北海道警察 旭川方面本部警備課長 

旭川方面旭川中央警察署長 

旭川方面旭川東警察署長 

陸上自衛隊第２師団 陸上自衛隊第２師団長 

石狩川上流水系 

市町村 

旭川市長 

鷹栖町長 

東神楽町長 

当麻町長 

比布町長 

愛別町長 

上川町長 

東川町長 

美瑛町長 

北海道旅客鉄道（株） 

旭川支社 

旭川支社長 

事務局 旭川開発建設部 治水課 

        流域治水対策官 

上川総合振興局 旭川建設管理部事業室治水課 
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種別 
重要度Ａ 

水防上最も重要な区間 

重要度Ｂ 

水防上重要な区間 
要注意区間 

堤体漏水 

堤防の機能に支障が生じる堤

体の変状の履歴（被災状況が

確認できるもの）があり、類

似の変状が繰り返し生じてい

る箇所。 

堤体の土質、法勾配等からみ

て堤防の機能に支障が生じる

堤体の変状の生じるおそれが

あり、かつ堤防の機能に支障

が生じる堤体の変状の履歴

（被災状況が確認できるも

の）がある箇所。 

水防団等と意見交換を行い、

堤体漏水が生じる可能性が特

に高いと考えられる箇所。 

堤防の機能に支障が生じる堤体

の変状の履歴（被災状況が確認

できるもの）があり、安全が確

認されていない箇所、又は堤防

の機能に支障は生じていない

が、進行性がある堤体の変状が

集中している箇所。 

堤防の機能に支障が生じる堤体

の変状の履歴（被災状況が確認

できるもの）はないが、堤体の

土質、法勾配等からみて堤防の

機能に支障が生じる堤体の変状

の生じるおそれがあると考えら

れる箇所。 

水防団等と意見交換を行い、堤

体漏水が生じる可能性が高いと

考えられる箇所。 

 

基礎地盤漏水 

堤防の機能に支障が生じる基

礎地盤漏水に関係する変状の

履歴（被災状況が確認できる

もの）があり、類似の変状が

繰り返し生じている箇所。 

基礎地盤の土質等からみて堤

防の機能に支障が生じる変状

の生じるおそれがあり、かつ

堤防の機能に支障が生じる基

礎地盤漏水に関係する変状の

履歴（被災状況が確認できる

もの）がある箇所。 

水防団等と意見交換を行い、

基礎地盤漏水が生じる可能性

が特に高いと考えられる箇

所。 

堤防の機能に支障が生じる基礎

地盤漏水に関係する変状の履歴

（被災状況が確認できるもの）

があり、安全が確認されていな

い箇所、又は堤防の機能に支障

は生じていないが、進行性があ

る基盤漏水に関係する変状が集

中している箇所。 

堤防の機能に支障が生じる基礎

地盤漏水に関係する変状の履歴

（被災状況が確認できるもの）

はないが、基礎地盤漏水の土質

等からみて堤防の機能に支障が

生じる変状の生じるおそれがあ

ると考えられる箇所。 

水防団等と意見交換を行い、基

礎地盤漏水が生じる可能性が高

いと考えられる箇所。 

 

水衝・洗掘 

水衝部にある堤防の全面の河

床が深掘れしているがその対

策が未施工の箇所 

橋台取り付け部やその他の工

作物の突出箇所で堤防護岸の

根固め等が洗われ一部破損し

ているが、その対策が未施工

の箇所 

水衝部にある堤防の前面の河床

が深掘れにならない程度に洗掘

されているが、その対策が未施

工の箇所 
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種別 
重要度Ａ 

水防上最も重要な区間 

重要度Ｂ 

水防上重要な区間 
要注意区間 

工作物 

河川管理施設等応急対策基準

に基づく改善措置が必要な

堰、橋梁、樋管その他の工作

物の設置されている箇所 

橋梁その他の河川横断工作物

の桁下高等が計画高水流量規

模の洪水の水位以下となる箇

所 

橋梁その他の河川横断工作物の

桁下高等と計画高水流量規模の

洪水の水位との差が堤防の計画

余裕高に満たない箇所 

 

工事施工 

  出水期間中に

堤防を開削す

る工事箇所ま

たは仮締切り

等により本堤

に影響を及ぼ

す箇所 

新堤防 

・破堤跡 

・旧川跡 

  新堤防で築造

後３年以内の

箇所 

破堤跡又は旧

川跡の箇所 
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表２「オサラッペ川重要水防箇所一覧（鷹栖町）」 

№ 左右岸 築堤名・工作物名 距離標 延長 種別 重要度 

1 左岸 北野左岸 1.20～4.80 3.60 越水・溢水 Ａ 

2 左岸 北野左岸 4.80～5.00 0.20 越水・溢水 Ｂ 

3 左岸 北野左岸 5.00～5.40 0.40 越水・溢水 Ａ 

4 左岸 北野左岸 5.40～7.40 2.00 越水・溢水 Ｂ 

5 左岸 北野左岸 7.40～8.00 0.60 越水・溢水 Ａ 

6 左岸 北野左岸 8.00～8.20 0.20 越水・溢水 Ｂ 

7 左岸 北斗 8.20～8.40 0.20 越水・溢水 Ａ 

8 左岸 北斗 8.40～8.60 0.20 越水・溢水 Ｂ 

9 左岸 北斗 8.60～9.00 0.40 越水・溢水 Ａ 

10 左岸 北斗 9.00～12.00 3.00 越水・溢水 Ｂ 

11 左岸 北斗 12.00～12.20 0.20 越水・溢水 Ａ 

12 右岸 北野右岸 1.00～5.40 4.40 越水・溢水 Ａ 

13 右岸 北野右岸 5.40～7.40 2.00 越水・溢水 Ｂ 

14 右岸 北野右岸 7.40～8.20 0.80 越水・溢水 Ａ 

15 右岸 中央 8.20～8.40 0.20 越水・溢水 Ｂ 

16 右岸 中央 8.60～9.00 0.40 越水・溢水 Ａ 

17 右岸 中央 9.00～10.80 1.80 越水・溢水 Ｂ 

18 右岸 中央 11.00～11.40 0.40 越水・溢水 Ｂ 

19 右岸 中央 11.40～11.60 0.20 越水・溢水 Ａ 

20 右岸 中央 11.60～12.00 0.40 越水・溢水 Ｂ 

21 右岸 中央 12.00～12.20 0.20 越水・溢水 Ａ 

22 右岸 中央 8.40～8.60 0.20 堤体漏水 Ｂ 

23 右岸 中央 11.40～11.60 0.20 堤体漏水 Ｂ 

24 右岸 北野右岸 3.80～5.00 1.20 基礎地盤漏水 Ｂ 

25 右岸 北野右岸 5.60～6.60 1.00 基礎地盤漏水 Ｂ 

26 左岸 北斗 11.20～11.40 0.20 水衝・洗掘 Ａ 

27 － 草笛橋 0.00 － 工作物 Ａ 

28 － 天女川橋梁 0.02 － 工作物 Ｂ 

29 － チノミシリルイカ橋 0.28 － 工作物 Ａ 

30 － 嵐山人道橋 0.89 － 工作物 Ａ 

31 － オサラッペ川橋（上り線） 1.76 － 工作物 Ａ 

32 － 白河橋 1.89 － 工作物 Ａ 

33 － 近文橋 2.84 － 工作物 Ａ 

34 － 鷹栖橋 4.85 － 工作物 Ａ 

35 － 北野橋 5.43 － 工作物 Ａ 
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№ 左右岸 築堤名・工作物名 距離標 延長 種別 重要度 

36 － 静福橋 6.65 － 工作物 Ａ 

37 － 青竜橋 8.46 － 工作物 Ａ 

38 － 治水橋 9.21 － 工作物 Ａ 

39 － 中央橋 10.78 － 工作物 Ｂ 

40 － 比翼橋 11.35 － 工作物 Ａ 

41 － 木下橋 11.89 － 工作物 Ａ 

42 左岸 北野左岸 1.40～2.60 1.20 旧川跡 要注意 

43 左岸 北野左岸 3.00～3.40 0.40 旧川跡 要注意 

44 左岸 北野左岸 3.60～3.80 0.20 旧川跡 要注意 

45 左岸 北野左岸 4.20～4.60 0.40 旧川跡 要注意 

46 左岸 北野左岸 6.20～6.40 0.20 旧川跡 要注意 

47 左岸 北野左岸 6.80～7.60 0.80 旧川跡 要注意 

48 左岸 北野左岸 7.80～8.20 0.40 旧川跡 要注意 

49 左岸 北斗 8.40～8.80 0.40 旧川跡 要注意 

50 左岸 北斗 9.40～9.80 0.40 旧川跡 要注意 

51 左岸 北斗 10.00～12.00 2.00 旧川跡 要注意 

52 右岸 北野右岸 2.00～2.60 0.60 旧川跡 要注意 

53 右岸 北野右岸 3.20～3.40 0.20 旧川跡 要注意 

54 右岸 北野右岸 3.60～4.00 0.40 旧川跡 要注意 

55 右岸 北野右岸 4.80～5.40 0.60 旧川跡 要注意 

56 右岸 北野右岸 5.60～5.80 0.20 旧川跡 要注意 

57 右岸 北野右岸 6.80～7.00 0.20 旧川跡 要注意 

58 右岸 北野右岸 7.20～7.40 0.20 旧川跡 要注意 

59 右岸 中央 7.60～8.00 0.40 旧川跡 要注意 

60 右岸 中央 8.40～8.60 0.20 旧川跡 要注意 

61 右岸 中央 9.40～10.20 0.80 旧川跡 要注意 

62 右岸 中央 10.40～11.00 0.60 旧川跡 要注意 

63 右岸 中央 11.20～12.00 0.80 旧川跡 要注意 

64 左岸 北野左岸 3.20～3.60 0.40 重点区間  

65 左岸 北斗 9.40～9.80 0.40 重点区間  

66 右岸 北野右岸 3.20～3.60 0.40 重点区間  

67 右岸 北野右岸 3.80～5.00 1.20 重点区間  

68 右岸 北野右岸 5.80～6.60 0.80 重点区間  

69 右岸 中央 11.40～11.60 0.20 重点区間  

 

  
「令和 4年度 オサラッペ川 重要水防箇所一覧表」旭川開発建設部  



資 料 

  資料８－11 

第７節 予報及び警報等 

 

 １ 水防活動に用いられる予報及び警報等の種類等 

 水防活動に用いられる予報及び警報等の種類及び発表機関等は、次のとおりである。 

区分 種類 発表機関 摘要 

気象予報警報 

法第10条第1項 

気象業務法第14条の2 

第1項 

水防活動用 

気象注意報・警報 

水防活動用 

洪水注意報・警報 

旭川地方気象台 一般の利用に適合する注意

報、警報及び特別警報の発

表をもって代える。なお、

水防活動の利用に適合する

特別警報は設けられていな

い。 

洪水予報 

法第10条第2項 

法第11条第1項 

気象業務法第14条の2 

第2項、第3項 

注意報・警報 共同発表 

旭川開発建設部 

旭川地方気象台 

洪水予報河川について、水

位又は流量を示して行う予

報 

 

水防警報 

法第 16 条 

待機・準備・出動・

指示・解除 

旭川開発建設部 

旭川建設管理部 

洪水予報河川地域の水防管

理団体に水防活動を行う必

要があることを警告して発

表 

 

 ２ 気象台が発表又は伝達する注意報及び警報 

水防活動の利用に適合する注意報、警報の種類と対応する一般の利用に適合する注意報、警報、

特別警報の種類及びそれらの発表基準は、次のとおりである。 

水防活動の利

用に適合する

注意報・警報 

一般の利用に適

合する注意報・

警報・特別警報 

発表基準 

水防活動用 

気象注意報 
大雨注意報 

大雨により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表

される。ハザードマップによる災害リスクの再確認等、避難に備

え自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２である。 

水防活動用 

気象警報 

大雨警報 

大雨により重大な災害が発生するおそれがあると予想されたとき

に発表される。大雨警報には、大雨警報（土砂災害）、大雨警報

（浸水害）、大雨警報（土砂災害、浸水害）のように、特に警戒

すべき事項が明記される。大雨警報（土砂災害）は、高齢者等が

危険な場所から避難する必要があるとされる警戒レベル３に相

当。 

大雨特別警報 

大雨が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著しく

大きいと予想されたときに発表される。大雨特別警報には、大雨

特別警報（土砂災害）、大雨特別警報（浸水害）、大雨特別警報

（土砂災害、浸水害）のように、特に警戒すべき事項が明記され

る。災害が発生又は切迫している状況で、命の危険があり直ちに

身の安全を確保する必要があることを示す警戒レベル５に相当。 

水防活動用 

洪水注意報 
洪水注意報 

河川の上流域での降雨や融雪等による河川の増水により、災 

害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。ハザ

ードマップによる災害リスクの再確認等、避難に備え自らの避難

行動の確認が必要とされる警戒レベル２である。 

水防活動用 

洪水警報 
洪水警報 

上流域での降雨や融雪等による河川の増水により、重大な災害が

発生するおそれがあると予想されたときに発表される。河川の増

水や氾濫、堤防の損傷や決壊による重大な災害が対象としてあげ

られる。高齢者等が危険な場所から避難する必要があるとされる

警戒レベル３に相当。 
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（大雨警報・洪水警報等を補足する情報） 

注意報、警報、特別警報を補足する情報として、大雨警報（浸水害）の危険度分布、洪水警報の危

険度分布および流域雨量指数の予測値を発表する。これらの概要は次のとおりである。 

種 類 内 容 

大雨警報（浸水害）の

危険度分布 

短時間強雨による浸水害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で１km四方

の領域ごとに５段階に色分けして示す情報（常時10分毎に更新）。１時間先

までの表面雨量指数の予測を用いて常時10分ごとに更新しており、大雨警報

（浸水害）等が発表されたときに、危険度が高まっている場所を面的に確認

することができる。 

・「災害切迫」（黒）：命の危険があり直ちに身の安全を確保する必要があ

るとされる警戒レベル５に相当。 

洪水警報の危険度分布 指定河川洪水予報の発表対象ではない中小河川（水位周知河川及びその他河

川）の洪水害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で河川流路を概ね１km 

ごとに５段階に色分けして示す情報。３時間先までの流域雨量指数の予測を

用いて常時10分ごとに更新しており、洪水警報等が発表されたときに、危険

度が高まっている場所を面的に確認することができる。 

・「災害切迫」（黒）：命の危険があり直ちに身の安全を確保する必要があ

るとされる警戒レベル５に相当。 

・「危険」（紫）：危険な場所から避難する必要があるとされる警戒レベル

４に相当。 

流域雨量指数の予測値 各河川の上流域での降雨による、下流の対象地点の洪水危険度（大河川にお

いては、その支川や下水道の氾濫などの「湛水型内水氾濫」の危険度）の高

まりの予測を、洪水警報等の基準への到達状況に応じて危険度を色分けした

時系列で示す情報。流域内における雨量分布の実況と６時間先までの予測

（解析雨量及び降水短時間予報等）を用いて常時10分ごとに更新している。 

（大雨特別警報の発表基準） 

台風や集中豪雨により数十年に一度の降雨量となる大雨が予想され、若しくは、数十年に一度の

強度の台風や同程度の温帯低気圧により大雨になると予想される場合 

 

 

  



資 料 

  資料８－13 

 ３ 警報等の伝達系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       （二重線）で囲まれている機関は、気象業務法の規定に基づく洪水予報の通知先 

       は、放送・無線で伝達 

 

 

  

上川総合振興局 

（旭川建設管理部） 

北海道警察旭川方面本部 

消防庁 

ＮＴＴ東日本 

（仙台センター） 

ＮＨＫ旭川放送局 

北海道 

（総務部危機対策課） 

陸上自衛隊第２師団 

上川総合振興局 

（危機対策室） 

北海道 

（建設部維持管理防災課） 

旭川地方気象台 

旭川開発建設部 

水
防
管
理
者
（
町
長
） 

一般住民 

水
防
団
・
消
防
機
関 

（警報のみ） 

防災情報提供システム（対策通報） 

報道機関 
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第８節 洪水予報指定河川における洪水予報 

 １ 種類及び発表基準 

   知事は、国土交通大臣が指定した河川について洪水予報の通知を受けたとき、又は知事が指定し

た河川について洪水予報をしたときは、水防管理者及び量水標管理者に通知するとともに、必要に

応じ報道機関の協力を求めて、これを一般に周知する。 

   また、避難情報発令の判断に資するため、知事が指定した河川については、知事から関係市町村

長にその通知に係る事項を通知する。 

   発表する情報の種類、基本的な発表基準は、次のとおりである。 

種 類 発表基準 

氾濫注意情報 

（洪水注意報） 

基準地点の水位が氾濫注意水位（警戒水位）に到達し、更に水位上昇が見込ま

れるとき、氾濫注意水位以上でかつ避難判断水位未満の状況が継続していると

き、避難判断水位に到達したが水位の上昇が見込まれないときに発表される。

ハザードマップによる災害リスクの再確認等、避難に備え自らの避難行動の確

認が必要とされる警戒レベル２に相当。 

氾濫警戒情報 

（洪水警報） 

基準地点の水位が氾濫危険水位に到達すると見込まれるとき、避難判断水位に

達し、更に水位の上昇が見込まれるとき、氾濫危険情報を発表中に氾濫危険水

位を下回ったとき（避難判断水位を下回った場合を除く）、避難判断水位を超

える状況が継続しているとき（水位の上昇の可能性がなくなった場合を除く）

に発表される。高齢者等避難の発令の判断の参考とする。高齢者等が危険な場

所から避難する必要があるとされる警戒レベル３に相当。 

氾濫危険情報 

（洪水警報） 

基準地点の水位が氾濫危険水位に到達したとき、または急激な水位上昇により

まもなく氾濫危険水位を超え、さらに水位の上昇が見込まれるときに発表され

る。いつ氾濫が発生してもおかしくない状況、避難等の氾濫発生への対応を求

める段階であり、避難指示の発令の判断の参考とする。危険な場所から避難す

る必要があるとされる警戒レベル４に相当。 

氾濫発生情報 

（洪水警報） 

 氾濫が発生したとき、氾濫が継続しているときに発表される。新たに氾濫が

及ぶ区域の住民の避難誘導や救援活動等が必要となる。災害がすでに発生して

いる状況で、命の危険があり直ちに身の安全を確保する必要があるとされる警

戒レベル５に相当。 

氾濫注意情報 

（警戒情報解除） 

氾濫危険情報又は氾濫警戒情報を発表中に、基準水位観測所の水位が避難判断

水位を下回ったとき（氾濫注意水位を下回った場合を除く）、又は、氾濫警戒

情報発表中に、基準水位観測所の水位の上昇が見込まれなくなったとき（氾濫

危険水位に達した場合を除く） 

氾濫注意情報解除 
氾濫発生情報、氾濫危険情報、氾濫警戒情報又は氾濫注意情報を発表中に、基

準水位観測所の水位が氾濫注意水位を下回り、氾濫のおそれがなくなったとき 

 

 ２ 警戒レベルに応じた町の対応及び住民の行動等 

警戒レベル 
洪水予報の標題 

[洪水予報の種類] 
水位の名称 

町の対応 

住民に求める行動等 

レベル５相当 
氾濫発生情報 

[洪水警報] 
(氾濫発生) 

緊急安全確保 

高所への移動、近傍の堅固な建物への避難等 

レベル４相当 
氾濫危険情報 

[洪水警報] 
氾濫危険水位 

町は避難指示の発令を判断 

住民は全員避難 

レベル３相当 
氾濫警戒情報 

[洪水警報] 
避難判断水位 

町は高齢者等避難の発令を判断 

高齢者等は避難、その他の者は避難準備 

レベル２相当 
氾濫注意情報 

[洪水注意報] 
氾濫注意水位 避難に備える 

レベル１相当 (発表なし) 水防団待機水位  
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第９節 水防警報 

 旭川開発建設部が発表する水防警報は、洪水等によって災害が発生するおそれがあるとき、水防を行

う必要がある旨が警告されるものであるが、危険を伴う水防活動にあたっては、従事する者の安全の確

保が図られるように配慮されたものでなければならない。 

 

 １ 水防警報指定河川 

  (1)  石狩川上流（上川町～深川市納内）・・・・・水位観測所：旭川市江丹別町伊納 

   (2) オサラッペ川（鷹栖橋～石狩川合流点）・・・水位観測所：鷹栖橋 

 

２ 水防警報の種類、内容及び発表基準 

  ※地震による堤防の漏水、沈下等の場合は、上記に準じて水防警報を発表する。 

 

 ３ 水防警報の伝達系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

種類 内 容 発表基準 

待機 不意の出水あるいは水位の再上昇が懸念される場合に、状

況に応じて直ちに水防機関が出動できるように待機する必

要がある旨を警告し、水防機関の出動期間が長引くような

場合に出動人員を減らしてもさしつかえないが、水防活動

をやめることはできない旨を警告するもの。 

気象予報、警報等及び河川状況に

より、特に必要と認めるとき。 

準備 水防に関する情報連絡、水防資器材の整備、水門機能等の

点検、通信及び輸送の確保等に努めるとともに、水防機関

に出動の準備をさせる必要がある旨を警告するもの。 

雨量、水位、流量その他の河川状

況により必要と認めるとき。 

出動 水防機関が出動する必要がある旨を警告するもの。 河川氾濫注意情報等により、又は

水位、流量その他の河川状況によ

り、氾濫注意水位（警戒水位）を

こえるおそれがあるとき。 

指示 出水状況及びその河川状況を示し、警戒が必要である旨を

警告するとともに、水防活動上必要な越水（水があふれ

る）、漏水、堤防斜面の崩れ、亀裂等河川の状況を示しそ

の対応策を指示するもの。 

氾濫警戒情報等により、又は既に

氾濫注意水位（警戒水位）を超

え、災害のおこるおそれがあると

き。 

解除 水防活動を必要とする出水状況が解消した旨及び当該基準

水位観測所名による一連の水防警報を解除する旨を通告す

るもの。 

氾濫注意水位（警戒水位）以下に

下降したとき、又は水防作業を必

要とする河川状況が解消したと認

めるとき。 

北海道 

（建設部維持管理防災課） 

北海道 

（総務部危機対策課） 

上川総合振興局 

（危機対策室） 

北海道開発局 

旭川地方気象台 

旭川開発建設部 

上川総合振興局 

（建設管理部） 

水防管理者（町長） 

水防団、消防機関 

水防上の関係機関 

北海道警察旭川方面本部 

陸上自衛隊第２師団 
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第10節 水位の観測、通報及び公表 

 １ 水位観測所 

所 轄 観測所名 水 系 河川名 位 置 
水防団 

待機水位 

氾濫注

意水位 

避難判

断水位 

氾濫危

険水位 
計画高 

開発局 鷹栖橋 石狩川 オサラッペ川 鷹栖町北野 105.3 105.7 106.0 106.4 106.72 

道 有明橋 石狩川 ヨンカシュッペ川 
鷹栖町2518番地1 

地先河川敷 
115.15 115.8  116.51 116.51 

 

 ２ 雨量観測所 

所 轄 観測所名 区 分 河川名 位 置 備 考 

鷹栖町 町観測点 転倒マス型  鷹栖町11線6号 あったかファーム 

道 有明橋 テレメータ ヨンカシュッペ川 鷹栖町2518番地1地先河川敷  

 

 ３ 水位情報の伝達系統 

 (1) 国土交通省による通知 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 道による通知 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北海道 

（建設部維持管理防災課） 

北海道 

（総務部危機対策課） 

上川総合振興局 

（危機対策室） 

北海道開発局 

旭川地方気象台 

旭川開発建設部 

上川総合振興局 

（建設管理部） 

水防管理者（町長） 

水防団、消防機関 

水防上の関係機関 

北海道警察旭川方面本部 

陸上自衛隊第２師団 

北海道 

（総務部危機対策課） 

上川総合振興局 

（危機対策室） 

旭川地方気象台 旭川開発建設部 

上川総合振興局 

（建設管理部） 
水防管理者（町長） 

水防団、消防機関 

水防上の関係機関 

北海道警察旭川方面本部 

陸上自衛隊第２師団 

北海道 

（建設部維持管理防災課） 
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 ４ 水位の通報及び公表 

 (1) 通報 

    観測所の水位が水防団待機水位（通報水位）を超える場合、国土交通省及び気象庁のウェッブ

サイトに公表されるので、町は、随時情報収集及び状況の把握をする。 

    なお、市町村向けの情報は次のように公表される。 

名 称 提供情報 

国土交通省 

 市町村向け「川の防災情報」 

雨量、河川水位・流量、レーダー雨量、水防警報、洪

水予報等 

気象庁 

 防災情報提供システム 

気象警報・注意報、早期注意情報、大雨危険度、キキ

クル（危険度分布）、指定河川洪水予報 

   情報システムによる河川水位の観測情報は、最短10分ごとに速報値として更新される。 

   観測所の水位の公表は、ウェッブサイトに「河川名、水位観測所名、所在地、水位状況等」を

掲載することにより行われる。 

 (2) 公表 

   ア 公表の開始 

     水位が上昇して氾濫注意水位（警戒水位）に達した時から開始する。 

   イ 公表の終了 

     水位が下降して氾濫注意水位（警戒水位）以下に下がった時に終了する。 

   ウ 公表の方法 

     町のウェッブサイト、防災行政無線及び報道機関等を通じて、随時住民に公表する。  

(3) 欠測時の措置 

    道及び北海道開発局は、観測所等において欠測が生じ、水位の通報及び公表ができない状況が

判明した場合は、速やかに障害の原因を究明し早期の復旧に努めるとともに、水位伊藤通報系統

図に定める関係機関に通報するものとする。 

 

第11節 水防資器材 

 町の保有する水防用備蓄資器材は次のとおりである。 

 なお、町の保有する資器材に不足を生じたときは、必要に応じ道及び開発局から貸与を受けるととも

に、民間等から調達するものとする。 

区 分 品 名 数 量 備 考 

排水ポンプ 可搬式水中ポンプ １ 口径200mm、吐出量5㎥/分 

エンジン発電機 １ 60KVA 

排水ポンプパッケージ １ 口径200mm、吐出量5㎥/分 

エンジン発電機 １ 45KVA 

その他 スコップ １５  

照明灯 ５  

ボート ２  

土のう袋 ４８００  

 

第12節 水防活動 

 １ 監視及び警戒 

 (1) 平常時 

水防管理者、水防団長又は消防機関の長（以下この節において「水防管理者等」という。）

は、随時区域内の河川等を巡視し、水防上危険であると認められる箇所があるときは、直ちに当

該河川等の管理者に連絡して必要な措置を求めるものとする。 

上記に係る連絡を受けた河川等の管理者は、必要な措置を行うとともに、措置状況を水防管理

者に報告するものとする。 

河川等の管理者が自ら行う巡視等において水防上危険であると認められる箇所を発見した場合

は、必要な措置を行うとともに、措置状況を水防管理者に報告するものとする。 

水防管理者等が、出水期前や洪水経過後などに、重要水防箇所又は洪水箇所、その他必要と認
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める箇所の巡視を行う場合には、河川管理者の協力のほか、必要に応じて、河川管理者に立会又

は共同で行うことを求めることができるものとする。この際、水防団員等が立会又は共同で行う

ことが望ましい。 

  (2) 出水時 

水防管理者等は、非常配備を指令したときは、河川等の監視及び警戒をさらに厳重にし、重要

水防箇所（第６節表２）を中心として巡視するものとする。 

    また、次の状態に注意し、異常を発見したときは直ちに水防作業を実施するとともに、上川総

合振興局長及び河川等の管理者に連絡し、上川総合振興局長は知事に報告するものとする。ただ

し、堤防、その他の施設が決壊したとき、又は越水・溢水若しくは異常な漏水を発見したとき

は、第13節に定める決壊等の通報及びその後の措置を講じなければならない。 

ア 堤防から水があふれるおそれのある箇所の水位の上昇 

イ 堤防の上端の亀裂又は沈下 

ウ 川側堤防斜面で水当りの強い場所の亀裂又は欠け崩れ 

エ 居住地側堤防斜面の漏水又は飽水による亀裂及び欠け崩れ 

オ 樋門の両軸又は底部よりの漏水と扉の締まり具合 

カ 橋梁その他の構造物と堤防との取り付け部分の異常 

 

 ２ 水防作業 

   水防作業を必要とする異常事態が発生したときは、被害を未然に防止し、又は被害の拡大を防ぐ

ため、堤防の構造、流速、護岸、浸水域及び近接地域の状態等を考慮して最も適切な工法を選択し

実施するものとする。 

 その際、水防団員は自身の安全を確保できる場所までの避難完了に要する時間を考慮して、水防

団員が自身の安全を確保できないと判断したときには、自身の避難を優先する。 

 水防管理者は、平常時から水防実施関係者に水防工法等を習熟させ、災害時においても最も適切

な作業が即時に実施できるよう努めなければならない。 

 

 ３ 緊急通行 

   水防のため、緊急の必要がある場所に赴く時は、水防団長、水防団員及び消防機関に属する者

（以下「水防団長等」という。）並びに水防管理者から委任を受けた者は、一般交通の用に供しな

い通路又は公共の用に供しない空地及び水面を通行することができる。 

   また、町は、緊急通行の権限を行使することにより、損失を受けた者に対し、時価によりその損

失を補償するものとする。 

 

 ４ 警戒区域の設定 

   水防上、緊急の必要がある場所においては、水防団長等は、警戒区域を設定し、水防関係者以外

の者に対して、その区域への立入りを禁止し若しくは制限し、又はその区域からの退去を命ずるこ

とができるものとする。 

   また、水防団長等がいない時又はこれらの者の要求があった時は、警察官は、水防団長等の職権

を行使できるものとする。 

 

 ５ 避難のための立退き 

  (1)  洪水により著しい危険が切迫していると認められるときは、水防管理者は、必要と認める区域

の居住者、滞在者その他の者に対し、避難のため立退くべきことを指示することができる。 

     水防管理者が指示をする場合においては、当該区域を管轄する旭川中央警察署長にその旨を通

知するものとする。 

(2)  水防管理者は、避難のための立退きを指示した場合は、その状況を上川総合振興局長に速やか

に報告するものとする。解除した場合も同様とする。 

(3)  水防管理者は、あらかじめ危険が予想される区域について、避難計画を作成し、避難場所、避

難経路その他必要な事項を定め一般に周知しておくものとする。  
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６ 決壊・漏水等の通報及びその後の措置  

 (1) 決壊・漏水等の通報 

堤防、ダムその他の施設が決壊又は越水、溢水若しくは異常な漏水が発生したときは、水防管

理者、水防団長、消防機関の長又はダム等の管理者は、直ちに一般住民、関係機関及び隣接市町

村に通報するものとする。 

   通報を受けた河川管理者は、水防上危険であるかどうか確認を行い、危険が認められる場合に

は、町長に避難指示等の発令に資する事象として情報提供するものとする。 

(2) 堤防等の決壊・漏水等通報系統図 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (3) 決壊後の措置 

    堤防その他の施設が、越水・溢水若しくは異常な漏水が発生した時においても、水防管理者、

水防団長及び消防機関の長は、できる限り氾濫による被害が拡大しないよう努めるものとする。 

 

７ 水防配備の解除 

(1) 水防管理団体の非常配備の解除 

     水防管理者は、水位が氾濫注意水位以下に減じ、かつ危険がなくなり、自らの区域内の水防活

動の必要がなくなったと認めたときは、水防の非常配備体制を解除し、これを一般に周知すると

ともに関係機関に通知するものとする。 

    なお、配備を解除したときは、上川総合振興局長を通じ知事に報告するものとする。 

(2) 水防団及び消防機関の非常配備の解除 

    水防団及び消防機関の非常配備の解除は、水位が下降して水防活動の必要がなくなり、水防管

理者が配備解除の指令をしたときとする。それまでは、水防団員及び消防機関の職員は自らの判

断等により勝手に部署を離れてはならない。 

解除後は、人員、資器材及び作業箇所を点検し、その概要を直ちに報告する。 

また、使用した資器材は、手入れして所定の位置に設備する。 

  

北海道 
（維持管理防災課） 

北海道 
（危機対策課） 上川総合振興局 

（危機対策室） 

北海道開発局 
（地方整備課） 

一般住民 

水防管理者 

（町長） 

水防団、消防機関 

関係総合振興局 

又は振興局 

北海道警察旭川方面本部 

陸上自衛隊第２師団 

北海道開発局 
（河川管理課） 

近隣市町村 

報道機関 

旭川開発建設部 
（治水課等） 

河川事務所等経由 

旭川建設管理部 

（維持管理課） 

出張所等経由 

河
川
管
理
者 
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第13節 水防信号 

法20条の規定に基づき、水防に用いる信号は、次のとおりとする。 

区分 条 件 サイレン信号（余韻防止符） 

第１信号 氾濫注意水位（警戒水位）に達した時

及び気象台から通報を受けた時 

○－休止－○－休止－○－休止－○－休止 

5秒 15秒  5秒 15秒  5秒 15秒  5秒 15秒 

第２信号 町及び水防団員及び消防機関に属する

者の全員が出動する時 

○－休止－○－休止－○－休止－○－休止 

5秒 6秒   5秒 6秒   5秒 6秒   5秒 6秒 

第３信号 町の区域内に居住する者が出動する時 ○－休止－○－休止－○－休止－○－休止 

10秒 5秒  10秒 5秒  10秒 5秒  10秒 5秒 

第４信号 必要と認める区域内の居住者に避難の

ため立退きを知らせる時 

○－休止－○ 

1分 5秒  1分 

 備考 １ 信号は適宜の時間継続する。 

    ２ 危険が去った時は、口頭伝達により周知させるものとする。 

 

第14節 協力及び応援 

１ 河川管理者の協力及び援助 

  河川管理者（北海道開発局長又は知事）は、自らの業務等に照らし可能な範囲で、町が行う水防

のための活動への協力及び町長等が行う浸水被害軽減地区の指定に係る援助を行う。 

(1) 河川管理者の協力 

  ア 町に対して、河川に関する情報（管理河川の水位、河川管理施設の操作状況に関する情報、

ＣＣＴＶの映像、ヘリ巡視の画像）の提供 

   イ 町に対して、氾濫（決壊又は溢流）想定地点ごとの氾濫水到達市町村の事前提示及び水防管

理者等から異常な漏水等についての通報を受けた場合には、通報すべき関係者（関係機関・団

体）の提示 

   ウ 堤防又はダムが決壊した時又は越水・溢水若しくは異常な漏水が発生した時（氾濫発生情報

を発表する場合を除く）は、河川管理者による関係者及び一般への周知 

   エ 重要水防箇所の合同点検の実施 

   オ 町が行う水防訓練及び水防技術講習会への参加 

   カ 町及び水防協力団体の備蓄資器材が不足するような緊急事態に際して、河川管理者の応急復

旧資器材又は備蓄資器材の提供 

   キ 町及び水防協力団体の人材で不足するような緊急事態に際して、水防に関する情報又は資料

を収集し、提供するための職員の派遣（リエゾンの派遣） 

(2) 河川管理者の援助 

   ア 町長に対して、過去の浸水情報や周辺の地形情報等に鑑み浸水被害の軽減に有用な盛土構造

物等の情報を提供 

   イ 町長に対して、指定しようとする浸水被害軽減地区の有用性について、過去の浸水情報や河

道の特性等に鑑みた助言 

   ウ 町長に対して、過去の浸水情報の提供や、町長が把握した浸水実績等を水害リスク情報とし

て周知することの妥当性について助言 

   エ 町が行う浸水被害軽減地区の指定に必要な援助を行う際に、河川協力団体に必要な協力を要

請 

 

２ 水防管理団体相互間の応援 

  水防のため緊急の必要があるときは、町長は、他の市町村長又は消防長に対して応援を求めるこ

とができる。 

   また、他の市町村長又は消防長から応援を求められた場合は、自らの水防に支障がない限りその

求めに応じるものとする。 

   応援のため派遣された者は、水防について応援を求めた水防管理者の所轄の下に行動するものと

する。 
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第15節 費用負担と公用負担 

 １ 費用負担 

(1) 費用負担 

  本町の水防に要する費用は、法第41条により本町が負担するものとする。 

  ただし、他の水防管理団体の応援のために要した費用は、応援を求めた水防管理団体が負担す

るものとし、負担する費用の額及び負担の方法は、相互の水防管理団体が協議して定めるものと

する。 

(2) 利益を受ける市町村の費用負担 

  水防によって、本町の区域以外の市町村が著しく利益を受けるときは、当該水防に要する費用

の一部は、当該水防により著しく利益を受ける市町村が負担するものとする。 

  負担する費用の額及び負担の方法は、相互の水防管理団体が協議して定めるものとする。 

    当該協議が成立しないときは、水防管理団体は知事にあっせんを申請することができる。 

 

 ２ 公用負担 

(1) 公用負担 

    水防のため緊急の必要があるときは、水防管理者又は消防機関の長は水防の現場において次の

権限を行使することができる。また、水防管理者から委任を受けた者はアからエ（イにおける収

用を除く。）の権限を行使することができる。 

ア 必要な土地の一時使用 

イ 土石、竹木その他の資材の使用若しくは収用 

ウ 車両その他の運搬用機器の使用 

エ 排水用機器の使用 

オ 工作物その他の障害物の処分 

(2) 公用負担権限委任証 

公用負担を命ずる権限を行使する者は、水防管理者、水防団長又は消防機関の長にあっては、

その身分を示す証明書を、水防管理者から委任を受けた者は、以下の公用負担権限委任証を携行

し、必要がある場合は、これを提示しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     縦９ｃｍ、横６ｃｍ 

 

 

 

 

第  号 

公用負担権限委任証 

                  

                        住 所 

                        職 名 

氏 名 

上記の者に       区域における水防法第２８条第１項の権限行使について

委任したことを証明します。 

年  月  日 

委任者  氏 名 
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  (3) 公用負担命令書 

    公用負担を命ずる権限を行使する者は、以下の公用負担命令書を２通作成し、その１通を目

的物の所有者、管理者又はこれに準ずる者に交付するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                  （日本工業規格Ａ４版） 

 

  (4) 損失補償 

    町は、公用負担の権限を行使することにより損失を受けた者に対し、時価によりその損失を補

償するものとする。 

 

 

  

第   号 

公用負担命令書 

住 所 

氏 名 

 水防法第２８条第１項の規定により、次のとおり公用負担を命じます。 

 １ 目的物 

  (1) 所在地 

  (2) 名 称 

  (3) 種 類（又は内容） 

  (4) 数 量 

 

 ２ 負担内容 

（使用、収用、処分等について詳記すること） 

 

年  月  日 

命令者 職 氏 名 
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第16節 水防報告等 

 １ 水防記録 

   水防作業員が出動したときは、次の記録を作成し、保管するものとする。 

(1)  天候の状況及び警戒中の水位観測表 

(2)  水防活動を実施した河川名及びその箇所 

(3)  警戒出動及び解散命令の時刻 

(4)  町の職員及び消防機関に属する者の出動時間及び人員 

(5)  水防作業の状況 

(6)  堤防、その他の施設の異常の有無及びこれに対する処置とその効果 

(7)  使用機材の種類、数量、消耗量及び員数 

(8)  法第28条の規定による公用負担下命の器具、資材の種類、数量及び使用場所 

(9)  応援の状況 

(10)  居住者出動の状況 

(11)  警察関係の援助の状況 

(12)  現場指導の官公署名 

(13)  立退きの状況及びそれを指示した理由 

(14)  水防関係者の死傷 

(15)  殊勲者及びその功績 

(16)  殊勲水防団とその功績 

(17)  今後の水防について考慮を要する点、その他水防管理団体の所見 

 

２ 水防報告 

 町長は、水防活動が終結したときは、遅滞なく記録を整理し、別に定める「水防活動実績報告

書」を作成の上、当該活動の終了した日の属する月の翌月の５日までに上川総合振興局長に報告す

るものとする。 

 

第17節 水防訓練 

 町は、毎年１回以上なるべく出水期前に、水防団、消防機関及び水防協力団体と水防訓練を実施し、

水防技術の向上を図るものとする。 

 また、旭川開発建設部等が主催する水防技術講習会へ消防団員等水防活動に従事する者を参加させ、

積極的に水防技能を身につけさせることに努める。 

 

第18節 浸水想定区域等の周知 

 北海道開発局及び道から指定された洪水浸水想定区域及び洪水氾濫危険区域に基づき、洪水予報、

水位到達情報等の伝達方法、指定避難所その他の避難場所に関する事項を記載した洪水ハザードマップ

を作成し、各戸及び各地区住民センター等に配布するとともに、インターネット上の鷹栖町ホームペー

ジに掲載し、住民への周知を図る。 
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資料９ 

○災害時等における北海道及び 

市町村相互の応援に関する協定 

 

北海道と各市町村の長から協定の締結について委任を受けた北海道市長会長及び北海道町村会長は、

災害時等における北海道（以下「道」という。）及び市町村相互の応援、広域一時滞在等に関し、次

のとおり協定する。 

（趣旨） 

第１条 この協定は、道内において災害対策基本法（昭和36年法律第223号）（以下「法」という。）第

２条第１号に規定する災害が発生し、被災市町村のみでは災害応急対策を十分に実施できない場合

において、法第67条第１項及び第68条の規定に基づく道及び市町村相互の応援、法第86条の８第１

項の規定に基づく広域一時滞在その他法令に基づく被災市町村の災害応急対策（以下「応援等」と

いう。）を円滑に遂行するために必要な事項を定めるものとする。 

２ 前項の規定は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律(平成16年法律第

112号)が適用される事態に準用する。 

（応援等の種類） 

第２条 応援等の種類は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 災害応急対策に従事する職員の派遣 

(2) 災害応急対策に必要な車両、船艇、機械器具、資機材、物資(食料、飲料水、生活必需物資等)

等の提供及びあっせん 

(3)  被災市町村に対する災害応急対策に従事する防災関係機関の活動のための施設及び場所の提供

並びにあっせん 

(4)  広域一時滞在等による被災住民の受入れ 

(5)  前各号に定めるもののほか、特に要請のあった事項 

（地域区分） 

第３条 応援等の円滑な実施を図るため、市町村を別表の総合振興局及び振興局地域に区分するものと

する。 

（道の役割） 

第４条 道は、市町村の処理する防災に関する事務又は業務の実施を支援するとともに、市町村との連

絡調整、情報交換等につき総合調整を果たすものとする。 

（連絡担当部局） 

第５条 道及び市町村は、必要な情報等を相互に交換することなどにより応援等の円滑な実施を図るた

め、予め連絡担当部局を定めるものとする。 

（応援等の要請の区分） 

第６条 応援等の要請は、被災市町村の長から知事又は他の市町村の長に対し、災害の規模等に応じて

次に掲げる区分により行うものとする。 

(1) 第１要請 被災市町村の長が当該総合振興局又は振興局地域内の市町村の長に対して行う応援

等の要請 

(2) 第２要請 被災市町村の長が他の総合振興局又は振興局地域の市町村の長に対して行う応援等

の要請 

(3) 第３要請 被災市町村の長が知事に対して行う応援等の要請 
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（応援等の要請の手続） 

第７条 被災市町村の長は、次に掲げる事項を明らかにして、前条に規定する区分に応じ、知事又は他

の市町村の長に対し応援等の要請を行うものとする。 

(1) 被害の種類及び状況 

(2) 職員の職種別人員 

(3) 車両、船艇。機械器具等の種類、規格及び台数 

(4) 資機材及び物資等の品名、数量等 

(5) 受入れを求める被災住民の人数等 

(6) 応援等に関する区域又は場所及びそれに至る経路 

(7) 応援等の期間 

(8) 前各号に定めるもののほか、応援等の実施に関し必要な事項 

２ 応援等の要請を受けた知事及び市町村の長は、応援等の要請に応じる場合にあってはその応援等

の内容を、応援等の要請に応じることができない場合にあってはその旨を当該被災市町村の長に通

報するものとする。 

３ 前２項に規定する応援等の要請及び応援等の可否に関する通報は、第１要請及び第２要請にあっ

ては、原則として道を経由して行うものとする。 

（応援等の経費の負担） 

第８条 応援等に要した経費は、応援等を受けた被災市町村において負担するものとする。 

２ 応援等を受けた被災市町村において前項の規定により負担する経費を支弁するいとまがない場合

には、応援等を受けた被災市町村の求めにより、応援等を行った道及び市町村は、当該経費を一時

繰替（国民保護に関しては「立替え」と読み替える。以下同じ。）支弁するものとする。 

３ 前２項の規定により難い場合については、その都度、応援等を受けた被災市町村と応援等を行っ

た道及び市町村が協議して定めるものとする。 

（自主応援） 

第９条 知事及び市町村の長は、被災市町村との連絡がとれない場合又は緊急を要する場合であって必

要があると認めたときは、自主的に、被災市町村の被災状況等に関する情報収集を行うとともに、

当該情報に基づく応援等を行うものとする。 

２ 自主応援については、第７条第１項の規定による被災市町村の長からの要請があったものとみな

す。 

３ 自主応援に要する経費の負担については、前条の規定を準用する。ただし、被災市町村の情報収

集に要する経費は、応援等を行った道及び市町村において負担するものとする。 

（他の協定との関係） 

第10条 この協定は、道及び市町村相互において締結している北海道広域消防相互応援協定、北海道消

防防災ヘリコプター応援協定その他の災害時の相互応援に係る協定を妨げるものではない。 

（その他） 

第11条 この協定に基づく応援等は、被災市町村が定める法第42条に基づく市町村地域防災計画又は武

力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律第35条に基づく市町村の国民の保護に

関する計画に準拠して、実施するものとする。 

２ この協定の施行に関し必要な事項は、別に定めるものとする。  

３ この協定に定めのない事項又は疑義を生じた事項については、その都度、道及び市町村が協議し

て定めるものとする。 
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   附 則 

 この協定は、平成27年３月31日から施行する。 

 平成20年６月10日に締結された協定は、これを廃止する。 

 この協定の締結を証するため、協定書に知事、北海道市長会長及び北海道町村会長が記名押印の上、

各自１通を保有し、北海道市長会長及び北海道町村会長は、各市町村の長に対し、その写しを交付す

るものとする。 

  平成27年３月31日 

 

北海道 

北 海 道 知 事  高 橋 は る み 

北海道市長会 

北海道市長会長  田 岡  克 介 

北海道町村会 

北海道町村会長  寺 島 光 一 郎 

 

別  表 

地 域 区 分 構 成 市 町 村 

空知総合振興局 空知総合振興局管内の市町 

石 狩 振 興 局 石狩振興局管内の市町村 

後志総合振興局 後志総合振興局管内の市町村 

胆振総合振興局 胆振総合振興局管内の市町 

日 高 振 興 局 日高振興局管内の町 

渡島総合振興局 渡島総合振興局管内の市町 

檜 山 振 興 局 檜山振興局管内の町 

上川総合振興局 上川総合振興局管内の市町村 

留 萌 振 興 局 留萌振興局管内の市町村 

宗谷総合振興局 宗谷総合振興局管内の市町村 

オホーツク総合振興局 オホーツク総合振興局管内の市町村 

十勝総合振興局 十勝総合振興局管内の市町村 

釧路総合振興局 釧路総合振興局管内の市町村 

根 室 振 興 局 根室振興局管内の市町 
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○災害時等における北海道及び市町村 

 相互の応援に関する協定実施細目  

 

（趣旨） 

第１条 この実施細目は、災害時等における北海道及び市町村相互の応援等に関する協定（以下「協

定」という。）第11条第２項の規定に基づき、協定の実施に関し必要な事項を定めるものとする。 

（連絡担当部局） 

第２条 協定第５条に規定する連絡担当部局は、別表第１のとおりとする。 

（応援等の要請の方法） 

第３条 協定第７条第１項に規定する応援等の要請は、電話、ファクシミリ、電子メール等により行

うものとし、後日速やかに応援等を行った道及び市町村に要請文書を提出するものとする。 

（応援等の要請等の連絡系統） 

第４条 協定第７条に規定する応援等の要請及び応援等の可否に関する通報の連絡系統は、別に定め

るもののほか、別表第２を基本とする。 

（経費負担の内容等） 

第５条 協定第８条第１項に規定する応援等を受けた被災市町村（以下「要請市町村」という。）が負

担する経費の額は、次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に定める額とする。 

(1) 職員の災害応急対策への従事 応援等を行った道及び市町村が別に定める規定に基づき算定した

当該応援等職員に係る旅費及び諸手当の合計額の範囲内の額 

(2) 備蓄物資及び資機材 当該物資及び資機材の時価評価額及び輸送費 

(3) 調達物資及び資機材 当該物資及び資機材の購入費及び輸送費 

(4) 車両、船艇、機械器具等僭上料 燃料費、輸送費及び破損又は故障が生じた場合の修理費 

(5) 施設の提供 僭上料 

(6) その他協定に基づき実施した応援等に係る経費 その実施に要した額 

２ 協定第８条第２項の規定により応援等に要した経費を一時繰替支弁した場合には、応援等を行っ

た道及び市町村は、当該経費の額を、知事及び市町村の長名による請求書により関係書類を添付の

上、要請市町村に請求するものとする。 

３ 応援等に関する業務に従事した職員が当該業務により負傷し、疾病にかかり、又は死亡した場合

には、地方公務員災害補償法（昭和42年法律第121号）の規定に基づき、必要な補償を行うものと

する。 

４ 応援等に関する業務に従事した職員が業務上第三者に損害を与えた場合には、その損害が要請市

町村の指揮の下における業務により生じたものにあっては要請市町村が、要請市町村への往復の途

中において生じたものにあっては応援等を行った道及び市町村が、当該損害を賠償するものとする。 

５ 前各項の規定により難い場合については、要請市町村と応援等を行った道及び市町村とが協議し

て定めるものとする。 

（その他） 

第６条 この実施細目に定めのない事項又は疑義を生じた事項については、その都度、道及び市町村が

協議して定めるものとする。 
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   附 則 

 この実施細目は、平成27年３月31日から施行する。 

 平成20年６月10日に締結された実施細則は、これを廃止する。 

この実施細目の締結を証するため、実施細目に知事、北海道市長会長及び北海道町村会長が記名

押印の上、各自１通を保有し、北海道市長会長及び北海道町村会長は、各市町村の長に対し、その

写しを交付するものとする。 

 

   平成27年３月31日 

  

 

北  海  道 

北 海 道 知 事  高 橋 は る み 

北海道市長会 

北海道市長会長  田 岡  克 介 

北海道町村会 

北海道町村会長  寺 島 光 一 郎 

 

別表第１ 連絡担当部局（北海道） 

担 当 部 課 名 NTT電話番号(内線) 総合行政情報ネットワーク電話番号 

総務部防災消防課 011-231-4111(22-563)        6-210-22-563 

石狩振興局地域政策部地域政策課 011-231-4111(34-240)        6-210-34-240 

渡島総合振興局地域政策部地域政策課   0138-51-9111(2191)          6-250-2191 

檜山振興局地域政策部地域政策課   01395-2-1010(2191)          6-310-2191 

後志総合振興局地域政策部地域政策観光課   01395-2-1010(2191)          6-310-2191 

空知総合振興局地域政策部地域政策課   0126-23-2231(2191)          6-450-2191 

上川総合振興局地域政策部地域政策課   0166-26-1211(2191)          6-550-2191 

留萌振興局地域政策部地域政策課   0164-42-1511(2191)          6-410-2191 

宗谷総合振興局地域政策部地域政策課   0162-33-2510(2191)          6-510-2191 

オホーツク総合振興局地域政策部地域政策課   0152-44-7171(2191)          6-650-2191 

胆振総合振興局地域政策部地域政策課   0143-22-9131(2191)          6-750-2191 

日高振興局地域政策部地域政策課   01462-2-2211(2191)          6-610-2191 

十勝総合振興局地域政策部地域政策課   0155-24-3111(2191)          6-850-2191 

釧路総合振興局地域政策部地域政策課   0154-41-1131(2191)          6-710-2191 

根室振興局地域政策部地域政策課   01532-3-6131(2191)          6-810-2191 
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○北海道消防防災ヘリコプター 

 応援協定          

 

                           （平成８年７月１日施行） 

 

 （目的） 

第１条 この協定は、北海道内の市、町及び消防の一部事務組合（以下「市町等」という｡）が、災害

による被害を最小限に軽減するため北海道の所有する消防防災ヘリコプター（以下「消防防災ヘリ

コプター」という｡）の応援を求めることに関し、必要な事項を定めることを目的とする。 

 （災害の範囲） 

第２条 この協定において「災害」とは、消防組織法（昭和22年法律第 226号）第１条に規定する災害

をいう。 

 （応援要請等） 

第３条 災害が発生した市町等（以下「発災市町等」という｡）の長は、次のいずれかに該当し、消防

防災ヘリコプターによる活動を必要と判断する場合に、北海道知事（以下「知事」という。）に対し

て、この協定に基づき応援要請を行うものとする。 

 (1)  発災市町等の消防力によっては災害防止が著しく困難な場合 

 (2)  災害が、隣接する市町村に拡大し、又は影響を与えるおそれのある場合 

 (3)  その他消防防災ヘリコプターによる活動が最も有効と認められる場合 

２ 応援要請は、北海道総務部防災消防課防災航空室に電話等により、次に掲げる事項を明らかにし

て行うものとする。 

 (1)  災害の種類 

 (2)  災害発生の日時及び場所並びに災害の状況 

 (3)  災害現場の気象状況 

 (4)  災害現場の最高指揮者の職・氏名及び災害現場への連絡方法 

 (5)  消防防災ヘリコプターが離着陸する場所及び地上支援体制 

 (6)  応援に要する資機材の品目及び数量 

 (7)  その他必要な事項 

 （防災航空隊の派遣） 

第４条 知事は、前条第１項の規定による消防防災ヘリコプターの応援要請を受けた場合において、災

害現場の気象状況等を確認し飛行が可能な場合は、総務部防災消防課防災航空室防災航空隊（以下

「防災航空隊」という。）を派遣するものとする。 

２ 知事は、消防防災ヘリコプターの応援要請に応じることができない場合は、その旨を速やかに発災

市町等の長に通報するものとする。 

 （防災航空隊の隊員の指揮） 

第５条 前条第１項の規定により防災航空隊を派遣した場合において、災害現場における防災航空隊の

隊員（以下「隊員」という｡）の指揮は、発災市町等の消防長が行うものとする。 

 （消防活動に従事する場合の特例） 

第６条 第３条第１項の規定による応援要請に基づき隊員が消防活動に従事する場合には、発災市町等
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の長から知事への応援要請をもって、隊員を派遣している市町等の長に対し北海道広域消防相互応

援協定（以下「消防相互応援協定」という｡）第７条第１項の規定による応援要請があったものとみ

なす。 

 （経費負担） 

第７条 この協定に基づく応援に要する隊員の出動に係る旅費及び諸手当並びに消防防災ヘリコプター

の燃料費は、消防相互応援協定第10条の規定にかかわらず、北海道が負担するものとする。 

 （協議） 

第８条 この協定に定めのない事項又は疑義を生じた事項については、その都度知事と市町等の長とが

協議して決定するものとする。 

 

   附 則 

 この協定は、平成８年７月１日から適用する。 

 この協定締結を証するため、本書73通を作成し、知事及び市町等の長は、記名押印の上、それぞれそ

の１通を保有するものとする。 
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